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第１章 総 則

第１節 目 的

この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）及び原子力災害対策特別措置法（平成

11年法律第156号。以下「原災法」という。）に基づき、北陸電力株式会社志賀原子力発電所（以

下「発電所」という。）又は事業所外運搬（発電所の外における放射性物質の運搬をいう。以下

「運搬」という。）における放射性物質又は放射線が異常な水準で発電所外（運搬の場合は輸送

容器外）へ放出されることにより生ずる災害（以下「原子力災害」という。）に関して、必要な

体制を確立するとともに、防災についてとるべき措置を定め、総合的かつ計画的な原子力防災事

務又は業務の遂行により住民等の生命、身体及び財産を保護することを目的とする。

第２節 基本方針

１ この計画は、県及び志賀町、七尾市（以下「関係市町」という。）並びにその他原子力防

災に携わる機関（以下「防災関係機関」という。）が、国等との連携を図り、防災対策に取

り組むための基本となるものである。

また、本計画は、原子力基本法（昭和30年法律第186号）第４条で規定する原子力安全委

員会が決定した「原子力施設等の防災対策について（昭和55年６月26日決定、平成20年３月

改訂）」（以下「防災指針」という。）における指標を採用しているが、これらについて同委

員会の見直しが実施された場合は、見直し後の指標を採用するとともに、状況の変化に対応

できるよう必要に応じて見直しを行う。

２ 原子力災害は、一般的な災害に比較して、放射性物質又は放射線の存在を五感で直接感じ

ることができず、被ばくの程度を自ら判断できないこと及び自らの判断で対処できるために

は放射線等に関する基本的な知識を必要とすることなどの特殊性を有している。

この計画においては、その原子力災害の特殊性に鑑み、住民等に対する原子力防災に関す

る知識の普及及び啓発、原子力防災業務に携わる者（以下「防災業務関係者」という。）に

対する教育訓練、通報連絡等の必要な体制をあらかじめ確立するとともに、原災法第10条第

１項前段の規定により発電所の原子力防災管理者（以下「原子力防災管理者（発電所長）」

という。）が通報を行うべき事象（以下「特定事象」という。）の発生及び原災法第15条第１

項に該当する原子力緊急事態（以下「原子力緊急事態」という。）の発生又はそのおそれが

ある場合（以下「緊急時」という。）における災害応急対策活動が円滑かつ有効に実施でき

るよう防災関係機関相互の協力体制を確立するなど所要の措置を定める。

３ この計画に定めのない事項については、石川県地域防災計画（以下「県地域防災計画」と

いう。）「一般災害対策編」による。



第３節 防災指針に基づく方針

１ 原子力防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲

本県において、原子力防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲（EPZ）については、防

災指針において提案されている「防災対策を重点的に充実すべき範囲」を基準として、発電

所を中心として概ね半径10キロメートル以内の地域とし、当該地域は、志賀町及び七尾市の

うち、次のとおりである。

範 囲

北陸電力株式会社志賀原子力発電所を中心として、おおむね半径10キロメートル以内の地域



２ 想定される発電所からの放射性物質又は放射線の放出形態

防災指針における原子炉施設等で想定される放射性物質又は放射線の放出形態の考え方

は、次のとおりであることから、発電所で不測の事態が発生した場合にあっても概ね同様と

考えられる。

「原子炉施設等においては、多重の物理的防護壁により施設からの直接の放射線はほとん

ど遮へいされ、また、固体状、液体状の放射性物質が広範囲に漏えいする可能性も低い。従

って、周辺環境に異常に放出され、広域に影響を与える可能性の高い放射性物質としては、

気体状のクリプトン、キセノン等の希ガス及び揮発性の放射性物質であるヨウ素を主に考慮

すべきである。

また、これらに付随して放射性物質がエアロゾル（気体中に浮遊する微粒子）として放出

される可能性もあるが、その場合にも、上記の核種に対する対策を充実しておけば、所要の

対応ができるものと考えられる。

これらの放出された放射性物質は、プルーム（気体状あるいは粒子状の物質を含んだ空気

の一団）となって風下方向に移動するが、移動距離が長くなるに従って、拡散により濃度は

低くなる。」



第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱

発電所に係る原子力防災に関して、県、関係市町及び防災関係機関等が処理すべき事務又は業

務の大綱は、次とおりとする。

１ 石 川 県

処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

１ 県地域防災計画の作成に関すること。

２ 志賀原子力発電所原子力事業者防災業務計画（以下「原子力事業者防災業務計画」と

いう。）の協議に関すること。

３ 原災法第31条の規定に基づく報告の徴収及び同法第32条第１項の規定に基づく立入検

査の実施に関すること。

４ 原災法に基づく原子力防災要員等の届出の受理等に関すること。

５ 原子力防災に関する知識の普及及び啓発に関すること。

６ 防災業務関係者に対する教育に関すること。

７ 原子力防災訓練の実施に関すること。

８ 通信連絡設備の整備に関すること。

９ 環境放射線モニタリング設備及び機器類の整備に関すること。

10 緊急時医療設備等の整備に関すること。

11 防護資機材の整備に関すること。

12 防災対策資料の整備に関すること。

13 事故状況等の把握及び通報連絡に関すること。

14 緊急事態応急対策拠点施設（以下「オフサイトセンター」という。）の管理・運営に

関すること。

15 石川県災害対策本部（以下「県本部」という。）及び石川県現地災害対策本部（以下

「県現地本部」という。）の設置及び廃止に関すること。

16 合同対策協議会等（現地事故対策連絡会議、原子力災害合同対策協議会及び現地事後

対策連絡会議をいう。以下同じ。）への参加等に関すること。

17 緊急時環境放射線モニタリングに関すること。

18 住民等に対する広報及び指示伝達に関すること。

19 住民等の退避、避難及び立入制限並びに飲食物の摂取制限等に関すること。

20 緊急時医療措置に関すること。

21 緊急輸送及び必需物資の調達に関すること。

22 放射性物質に汚染された物質の除去及び除染に関すること。

23 石川県原子力災害事後対策本部及び石川県原子力災害現地事後対策本部の設置及び廃

止に関すること。

24 各種制限措置の解除に関すること。

25 住民等の健康に関すること。

26 損害賠償の請求等に必要な資料の作成に関すること。

27 関係市町の原子力防災対策に対する指示、指導及び助言に関すること。



２ 石川県警察

処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

１ 災害警備計画の策定に関すること。

２ 災害警備本部の設置及び廃止に関すること。

３ 住民等に対する広報及び避難等の誘導に関すること。

４ 立入禁止措置及び解除に関すること。

５ 原災法第17条第８項に規定する緊急事態応急対策実施区域（以下「緊急事態応急対策

実施区域」という。）及びその周辺地域の警備並びに交通規制に関すること。

６ 事故状況の把握に関すること。

３ 石川県教育委員会

処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

１ 児童・生徒に対する放射線等に係る知識の普及に関すること。

２ 児童・生徒に対する避難等に係る安全の確保に関すること。

３ 避難等に係る県立学校施設の使用に関すること。

４ 原子力防災専門官

処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

１ オフサイトセンター内の施設等の維持管理に関すること。

２ 原子力事業者防災業務計画の作成及び修正に対する指導・助言に関すること。

３ 原子力事業者が実施する原子力災害予防対策に対する指導・助言及び原子力災害の発

生又は拡大の防止に必要な業務に関すること。

４ 原災法に基づく立入検査の実施等に関すること。

５ 特定事象発生時における状況把握のための情報収集に関すること。

６ 特定事象発生時における県及び関係市町が行う応急措置に対する助言その他原子力災

害の発生又は拡大防止に必要な業務に関すること。

５ 原子力保安検査官

処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

１ 発電所の運転状況、設備の保全状況等に関すること。

２ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律第166号）第

37条第１項に規定する保安規定（以下「保安規定」という。）の遵守状況の把握等に関

すること。

３ 発電所の事故状況の把握のための情報収集に関すること。



６ 関係市町

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

志 賀 町 １ 市町地域防災計画の作成に関すること。

七 尾 市 ２ 原子力事業者防災業務計画の協議等に関すること。

３ 原災法に基づく報告の徴収又は立入検査の実施等に関する

こと（志賀町のみ）。

４ 原災法に基づく原子力防災要員等の届出の受理に関するこ

と（志賀町のみ）。

５ 原子力防災に関する知識の普及及び啓発に関すること。

６ 防災業務関係者に対する教育に関すること。

７ 原子力防災訓練の実施に関すること。

８ 通信連絡設備の整備に関すること。

９ 住民等に対する情報伝達設備の整備に関すること。

10 防護資機材の整備に関すること。

11 防災対策資料の整備に関すること。

12 事故状況等の把握及び通報連絡に関すること。

13 市町災害対策本部に関すること。

14 合同対策協議会等への参加等に関すること。

15 緊急時環境放射線モニタリングに対する協力に関すること｡

16 住民等に対する広報及び指示伝達に関すること。

17 住民等の退避、避難及び立入制限並びに飲食物の摂取制限

等に関すること。

18 緊急時医療措置に対する協力に関すること。

19 緊急輸送及び必需物資の調達に関すること。

20 放射性物質に汚染された物質の除去及び除染に関すること｡

21 各種制限措置の解除に関すること。

22 住民等の健康に関すること。

23 損害賠償の請求等に必要な資料の作成に関すること。

７ 消防機関

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

羽咋郡市広域圏 １ 消火、救助・救急に関すること。

事務組合消防本部 ２ 住民等に対する広報及び避難等の誘導に関すること。

七尾鹿島広域圏 ３ 緊急時医療措置に対する協力に関すること。

事務組合消防本部 ４ 避難等の誘導に係る資料の整備に関すること。

５ 緊急事態応急対策実施区域の防火対策に関すること。



８ 指定地方行政機関

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

中 部 管 区 警 察 局 １ 管区内各県警察との指導、調整に関すること。

２ 他管区警察局との連携に関すること。

３ 関係機関との協力に関すること。

４ 情報の収集及び連絡に関すること。

５ 警察通信の確保及び統制に関すること。

北 陸 財 務 局 １ 地方公共団体に対する災害融資に関すること。

２ 金融機関に対する緊急措置等の指示に関すること。

東 海 北 陸 厚 生 局 緊急時医療措置の連絡調整に関すること。

北 陸 農 政 局 １ 農産物、家畜等の汚染対策及び除染措置の指導に関するこ

と。

２ 主要食糧等の需給対策に関すること。

３ 主要食糧の緊急引渡措置に関すること。

近畿中国森林管理局 林野及び林産物の汚染対策の指導に関すること。

中 部 経 済 産 業 局 １ 発電所の安全確保に係る指導監督に関すること。

中部近畿産業保安監督部 ２ 原子力災害時における防災関係物資の確保に関すること。

北 陸 信 越 運 輸 局 １ 輸送確保のための連絡調整に関すること。

（ 石 川 運 輸 支 局 ） ２ 運送事業者の安全輸送確保等に係る指導に関すること。

大 阪 航 空 局 １ 発電所上空の飛行制限に関すること。

（小松空港事務所） ２ 人員、応急物資等の空輸の利便確保に関すること。

東 京 管 区 気 象 台 気象状況の把握及び通報連絡に関すること。

（金沢地方気象台）

第九管区海上保安本部 １ 船舶に対する緊急通報及び避難、立入制限等の各種制限措

（金沢海上保安部） 置に関すること。

２ 海上における救助・救急活動及び依頼等に基づく活動の支

援に関すること。

３ 海上の緊急事態応急対策実施区域及びその周辺における治

安の確保に関すること。

４ 海上における緊急時環境放射線モニタリングの支援に関す

ること。



機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

北 陸 総 合 通 信 局 災害時における非常通信の確保に関すること。

石 川 労 働 局 １ 労働者の被ばく管理の監督指導に関すること。

２ 労働災害調査及び労働者の労働災害補償に関すること｡

北 陸 地 方 整 備 局 一般国道の国土交通大臣管理区間の通行確保に関すること。

（金沢河川国道事務所）

９ 自 衛 隊

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

陸 上 自 衛 隊 １ 災害応急救援活動に関すること。

中 部 方 面 総 監 部 ２ 緊急時環境放射線モニタリングの支援に関すること。

（第14普通科連隊) ３ 人員、物資等の陸上輸送支援に関すること。

４ その他災害応急対策の支援に関すること。

海 上 自 衛 隊 １ 災害応急救援活動に関すること。

舞 鶴 地 方 総 監 部 ２ 緊急時環境放射線モニタリングの支援に関すること。

３ 人員、物資等の海上輸送支援に関すること。

４ その他災害応急対策の支援に関すること。

航 空 自 衛 隊 １ 災害応急救援活動に関すること。

航 空 総 隊 司 令 部 ２ 緊急時環境放射線モニタリングの支援に関すること。

（ 第 ６ 航 空 団 ） ３ 人員、物資等の航空輸送支援に関すること。

（ 小 松 救 難 隊 ） ４ その他災害応急対策の支援に関すること。



10 指定公共機関

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

郵 政 事 業 株 式 会 社 １ 災害時における郵便業務の確保に関すること。

北 陸 支 社 ２ 災害時における郵便業務に係る災害特別事務取扱い及び援

護対策。

西日本旅客鉄道株式会社 緊急輸送に対する協力に関すること。

金 沢 支 社

日本貨物鉄道株式会社 救援物資の輸送に対する協力に関すること。

金 沢 支 店

西日本電信電話株式会社 通信の確保に関すること。

金 沢 支 店

エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社

北陸営業支店

株式会社エヌ・ティ・ティドコモ北陸支社

日 本 赤 十 字 社 １ 医療救護に関すること。

石 川 県 支 部 ２ 義援金品の募集及び配分に関すること。

日 本 放 送 協 会 １ 原子力防災に係る知識の普及に関すること。

金 沢 放 送 局 ２ 災害情報、各種指示等の伝達に関すること。

11 指定地方公共機関

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

北 陸 放 送 株 式 会 社

石川テレビ放送株式会社
１ 原子力防災に係る知識の普及に関すること。

株式会社テレビ金沢
２ 災害情報、各種指示等の伝達に関すること。

北陸朝日放送株式会社

株式会社エフエム石川

北 陸 鉄 道 株 式 会 社
緊急輸送に対する協力に関すること。

の と 鉄 道 株 式 会 社

(社) 石 川 県 医 師 会 医療救護に関すること。



12 公共的団体等

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱

公共的団体 農業協同組合、漁業協同組合、 県、関係市町及び防災関係機関が実施

森林組合、関係医療機関等 する防災対策活動に対する協力に関する
こと。

防災上重要な 退避所、避難所等の施設

施設の管理者

13 原子力事業者

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱

北 陸 電 力 株 式 会 社 １ 保安規定の制定に関すること。

２ 原子力事業者防災業務計画の作成、修正に関すること。

３ 原子力防災組織の設置に関すること。

４ 原子力防災管理者等の選任又は解任に関すること。

５ 原災法に基づく原子力防災要員等の届出に関すること。

６ 発電所の防災体制の整備に関すること。

７ 関係市町の住民等への放射線防護等に関する知識の普及・

啓発に関すること。

８ 発電所の災害予防に関すること。

９ 非常用通信機器及び通信連絡体制の整備に関すること。

10 放射線測定設備（以下「敷地境界モニタリングポスト」と

いう。）及び計測器等の整備に関すること。

11 敷地境界モニタリングポストにより測定した放射線量の記

録及び公表に関すること。

12 放射線障害防護用器具及びその他資機材の整備に関するこ

と。

13 従業員等に対する防災に係る教育訓練等に関すること。

14 原子力防災対策資料の整備に関すること。

15 特定事象発生の通報等に関すること。

16 発電所の施設内の応急対策に関すること。

17 災害状況等の把握及び防災関係機関に対する情報の提供に

関すること。

18 緊急時環境放射線モニタリングの実施に関すること。

19 合同対策協議会等への参加等に関すること。

20 県、関係市町及び防災関係機関等が実施する防災対策に対

する協力及び連携に関すること。

21 汚染の除去等に関すること。

22 災害復旧に関すること。

23 損害賠償の請求等への対応に関すること。



第５節 広域的な活動体制

原子力災害時における広域的活動体制は、次のとおりとする。



第２章 原子力災害予防計画

第１節 発電所における予防措置等の責務等 原子力安全・保安院、危機管理監室、

健康福祉部、関係市町、北陸電力

１ 発電所における安全確保

北陸電力株式会社（以下「北陸電力」という。）は、次の協定を遵守し、発電所の運転に

際しては、安全管理に最大限の努力を払い、大量の放射性物質等の放出により住民等に影響

が及ぶことのないよう安全を確保する。

志賀原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書（昭和63年12月１日締結）

北陸電力：県、志賀町

２ 発電所の保安管理

(1) 北陸電力は、保安規定を定め、それを遵守しなければならない。

(2) 原子力保安検査官は、発電所の運転状況、設備の保全状況、保安規定の遵守状況等につ

いて、巡視、検査等を行い、発電所の安全性の確保に努めることとされている。

(3) 原子力防災専門官は、原子力事業者防災業務計画の作成及び北陸電力が実施する原子力

災害予防対策について、指導及び助言を行うこととされている。

３ 発電所における防災体制の確立

北陸電力は、原災法第７条第１項の規定により発電所における原子力災害予防対策、緊急

事態応急対策及び原子力災害事後対策その他の原子力災害の発生及び拡大を防止し、並びに

原子力災害の復旧を図るために必要な業務に関し、原子力事業者防災業務計画を作成し、ま

た、毎年当該防災業務計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正し、原子

力防災体制の整備に万全を期す。

４ 原子力事業者防災業務計画の協議

(1) 北陸電力は、原子力事業者防災業務計画を作成し、又は修正しようとするときは、あら

かじめ原災法第７条第２項の規定により知事及び志賀町長に原子力事業者防災業務計画の

案を提出して協議を行う。

なお、作成又は修正にあたっては、原子力防災専門官の指導及び助言を得ることとされ

ている。

(2) 知事及び志賀町長は、県地域防災計画又は志賀町地域防災計画との整合性を保つ観点か

ら、協議を行う。また、知事は速やかに七尾市長に原子力事業者防災業務計画の案の写し

を送付して、意見を聴き、必要に応じて北陸電力との協議に反映させる。

(3) 北陸電力は、原子力事業者防災業務計画を作成し、又は修正したときは、速やかに経済

産業大臣（原子力安全・保安院）に届け出るとともに、その要旨を公表する。



５ 原災法に基づく発電所の原子力防災要員の設置又は変更等の届出

北陸電力は、原災法に基づき知事をはじめ経済産業大臣（原子力安全・保安院）及び志賀

町長に次の事項を届け出なければならない。

なお、知事は、北陸電力から届出があった場合は、七尾市長に当該届出に係る書類の写し

を速やかに送付する。

(1) 原子力防災要員の現況（原災法第８条第４項）

(2) 原子力防災管理者又は副原子力防災管理者の選任若しくは解任（原災法第９条第５項）

(3) 敷地境界モニタリングポストの現況（原災法第11条第３項）

(4) 原子力防災資機材の現況（原災法第11条第３項）

６ 北陸電力に対する報告の徴収及び立入検査

知事及び志賀町長は、必要に応じ、北陸電力に対して原災法第31条の規定に基づく報告の

徴収及び同法第32条第１項の規定に基づく発電所への立入検査を実施することにより、北陸

電力が行う原子力災害の予防（再発防止を含む。）のための措置が適切に行われているかど

うかについて確認する。

なお、立入検査は、少なくとも年１回、実施する。

第２節 原子力防災体制等の整備 国、危機管理監室、健康福祉部、

関係各部局、関係市町、防災関係機関

１ 原子力防災対策部会の設置

石川県防災会議に原子力防災対策部会を設置する。原子力防災対策部会は、県地域防災計

画「原子力防災計画編」を検討し、原子力防災対策の整備推進を図る。

２ 原子力防災専門官との連携

県は、県地域防災計画「原子力防災計画編」の作成、発電所の防災体制に関する情報の収

集及び連絡、地域ごとの防災訓練の実施、オフサイトセンターの防災拠点としての活用、防

護対策などの緊急時対応等について、平常時より原子力防災専門官と密接な連携を図る。

３ オフサイトセンターの維持・管理

国及び県は協力して、オフサイトセンターの施設・設備及び備え付けの防護資機材、資料

等について適切に維持・管理を行う。

なお、オフサイトセンターは、能登原子力センター（羽咋郡志賀町安部屋）に併設する。

４ 合同対策協議会等の体制の整備

(1) 現地事故対策連絡会議

県及び関係市町は、特定事象発生の通報があった場合は、国、北陸電力等と情報を共有

するため、現地事故対策連絡会議を組織する体制を整備する。

なお、現地事故対策連絡会議は、経済産業省（原子力安全・保安院）が現地に派遣され



た指定行政機関等の職員相互の連絡・調整を行うため、必要に応じ、指定行政機関等の職

員をオフサイトセンターに集合させて開催するものであるが、県、関係市町、北陸電力等

に対して当該職員の派遣を求めることとなっている。

(2) 原子力災害合同対策協議会

県及び関係市町は、原災法第15条の規定に基づく原子力緊急事態宣言（以下「原子力緊

急事態宣言」という。）が発出された後は、国とともに、当該原子力緊急事態に関する情

報を交換し、それぞれが実施する緊急事態応急対策について相互に協力するため、原子力

災害合同対策協議会（以下「合同対策協議会」という。）を組織する体制を整備する。

なお、合同対策協議会は、県及び関係市町の災害対策本部の代表者をはじめ国の原子力

災害現地対策本部の代表者、指定公共機関の代表者及び北陸電力の代表者から権限を委任

された者により構成され、原子力安全委員会、放射線医学総合研究所、(独)日本原子力研

究開発機構等の専門家が必要に応じ出席することとされている。

(3) 現地事後対策連絡会議

県及び関係市町は、原災法第21条の規定により、国の原子力災害現地対策本部が廃止さ

れた場合は、国、北陸電力等とともに、本計画第４章「原子力災害復旧計画」により実施

する原災法第27条第１項に規定する原子力災害事後対策（以下「事後対策」という。）の

体制及び役割分担の明確化、事後対策の内容等の確認等のため、現地事後対策連絡会議を

組織する体制を整備する。

(4) 開催場所

合同対策協議会等は、オフサイトセンターにおいて、開催される。

(5) 運 営

合同対策協議会等は、「オフサイトセンター運営要領（志賀原子力保安検査官事務所策

定）」に基づいて運営される。

５ 防災関係機関相互の連携体制の整備

県は、平常時から原子力防災専門官をはじめとする経済産業省（原子力安全・保安院）、

関係市町、警察、消防、医療機関、指定公共機関、指定地方公共機関、北陸電力、その他の

関係機関と原子力防災体制につき相互に情報交換し、各防災関係機関の役割分担をあらかじ

め定め、防災対策に努めるものとする。

６ 広域緊急援助隊の受入体制の整備

県警察本部は、警察庁及び他の都道府県警察と協力し、緊急かつ広域的な救助活動等を行

うための広域緊急援助隊の受け入れ体制などを整備する。

７ 消防の相互応援体制及び緊急消防援助隊の要請体制の整備

県は、消防の応援について県内外の近隣市町村及び県内全市町による協定の締結の促進、

消防相互応援体制の整備に努めるとともに、緊急消防援助隊の迅速な派遣要請のための手

順、受け入れ体制の整備に努める。



８ 自衛隊派遣要請体制の整備

県は、自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡調整窓口、

連絡の方法を取り決めておくとともに、自衛隊の迅速な派遣要請のための手順、受け入れ体

制の整備に努める。

第３節 原子力防災知識の普及 国、危機管理監室、健康福祉部、関係市町､

防災関係機関、北陸電力

県は、原子力災害の特殊性を踏まえて、日頃から関係機関と連携して、原子力防災知識の普及

に努める。

１ 防災業務関係者に対する教育

県は、国、関係市町及び防災関係機関と連携して、防災業務関係者に対して、原子力災害

の発生又は拡大を防止し、原子力災害の復旧を図るために必要な対策の円滑かつ有効な実施

を図るため、次に掲げる事項について教育を実施する。

(1) 教育の方法

ア 研修会、講習会等の開催及び講師の派遣

イ 研修会等への防災業務関係者の派遣

(2) 教育の内容

ア 原子力防災体制及び組織に関すること。

イ 原子力災害とその特殊性に関すること。

ウ 発電所の施設（安全、防災対策を含む。）に関すること。

エ 緊急時に国、県、関係市町等が講じる対策に関すること。

オ 放射線防護に関すること（防災資機材の使い方、放射線の健康への影響等）。

カ 避難、誘導等の防護対策活動（緊急時に住民等がとるべき行動及び留意事項を含

む。）に関すること。

キ 放射性物質及び放射線の測定方法及び測定機器に関すること。

ク 原子力防災対策上の諸設備に関すること。

ケ 緊急時医療（被ばくに対する応急手当を含む。）に関すること。

コ その他必要と認める事項に関すること。

２ 住民等に対する原子力防災に関する知識の普及及び啓発

県は、国、関係市町、防災関係機関及び北陸電力と協力して、住民等に対して、原子力防

災に関する知識の普及及び啓発を図るため、次に掲げる事項について広報活動を実施すると

ともに、関係市町が行う住民等に対する原子力防災に関する知識の普及及び啓発に関して、

必要な助言を行う。

なお、防災知識の普及と啓発に際しては、高齢者、障害者、乳幼児、妊婦、外国人その他

のいわゆる災害時要援護者に十分配慮し、地域において要援護者を支援する体制を整備する

よう努める。



(1) 普及及び啓発の方法

ア 講習会、研修会等の開催

イ 見学、現地調査等の実施

ウ ビデオ・パンフレット等の配布

エ インターネットによる情報発信

(2) 普及及び啓発の内容

ア 放射性物質及び放射線の特性に関すること。

イ 発電所の施設（安全、防災対策を含む。）の概要に関すること。

ウ 原子力災害とその特殊性に関すること。

エ 緊急時における情報及び指示の伝達方法に関すること。

オ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること。

カ 原子力災害時に国、県、関係市町等が講じる対策に関すること。

キ 屋内退避の方法、コンクリート屋内退避所・避難所の所在地及び避難方法等に関する

こと。

ク 緊急時に住民等がとるべき行動及び避難所での行動等に関すること。

ケ その他必要と認める事項。

第４節 原子力防災訓練の実施 国、危機管理監室、健康福祉部、関係各部局

関係市町、防災関係機関、北陸電力

県は、国、関係市町、防災関係機関及び北陸電力と連携して、防災体制の確立と防災業務関係

者の防災技術の向上を図り、併せて住民等の防災意識の高揚を図るため、次に掲げる訓練を計画

的に実施する。

なお、訓練終了後、専門家や訓練参加機関による検討会の開催等により、評価及び課題の整理

等を行い、事後の訓練等に反映する。

(1) 緊急時通信連絡訓練

(2) オフサイトセンター立ち上げ及び運営支援訓練

(3) 災害対策本部等設置訓練

(4) 緊急時環境放射線モニタリング訓練

(5) 広報訓練

(6) 退避等措置訓練

(7) 緊急時医療措置訓練

(8) その他必要と認める訓練



第５節 通信連絡体制の整備 原子力安全・保安院、消防庁、危機管理監室、

健康福祉部、関係各部局、関係市町、防災関係機関、

北陸電力

県、関係市町、防災関係機関及び北陸電力（以下、本節において「各機関」という。）は、経

済産業省（原子力安全・保安院）と連携して、相互に原子力災害に関する情報の収集及び伝達を

円滑に行うため、専用回線による電話、ファクシミリ及び防災行政無線等の通信連絡設備の整備

に努め、通信連絡体制の充実強化を図る。

なお、国は、オフサイトセンターに非常用電話、ファクシミリ、テレビ会議システムその他非

常用通信機器を整備・維持することとされている。

１ 通信連絡設備の整備

(1) 県

ア 県と国、関係市町及び防災関係機関の間を結ぶ電話・ファクシミリ等の専用回線網

イ 県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系及び地上系防

災行政無線施設

ウ その他携帯電話、衛星電話等の移動通信機器

(2) 関係市町、消防機関

ア 関係市町防災行政無線等

イ 消防無線

ウ その他携帯電話、衛星電話等の移動通信機器

(3) 北陸電力

ア 発電所と県、関係市町及びオフサイトセンターの間を結ぶ電話・ファクシミリ等の専

用回線網

イ 発電所と国、県、関係市町及び防災関係機関へのファクシミリ

ウ 北陸電力内部を専用回線で結ぶ社内通信施設

エ その他携帯電話、衛星電話等の移動通信機器

２ 通信連絡体制の確立

各機関は、緊急時における各機関内部及び各機関相互の迅速かつ的確な通信連絡を確保す

るため、定期的に通信連絡訓練等を実施し、操作方法の習熟と通信連絡設備等の適正な管理

に努める。

また、各機関は、通信連絡体制の整備において、通常の通信手段が確保できない場合を考

慮して、平常時から代替ルートの確保に努める。更に、各機関は、北陸地方非常通信協議会

との連携に努め、西日本電信電話株式会社災害時優先電話及び無線電話等の配備について確

認し、運用方法等の習熟に努める。

なお、ＩＰ電話を利用する場合は、ネットワーク機器等の停電対策を図る。



３ 住民等に対する情報伝達体制の整備

(1) 県

ア 県は、緊急時において、住民等に対して、テレビ、ラジオ等の報道機関への緊急警報

放送を要請する体制を整備する。

イ 県は、緊急時において、周辺海域の船舶に対して、金沢海上保安部及び漁業協同組合

へ災害情報の提供及び必要な指示の伝達を要請する体制を整備する。

(2) 関係市町

ア 関係市町は、緊急時において、住民等に対して、被災者の危機回避のための情報を含

め、的確かつわかりやすい情報を迅速に伝達するため、防災行政無線、広報車等の広報

設備、広報機器等の整備を図るとともに、情報伝達に関する責任者及び実施者をあらか

じめ定めるなど、必要な体制を整備する。

イ 関係市町は、国及び県と連携し、住民からの問い合わせに対応する住民相談窓口の設

置等についてあらかじめその方法、体制等を整備する。

ウ 関係市町は、原子力災害の特殊性に鑑み、災害時要援護者及び一時滞在者に対し、災

害情報が迅速かつ滞りなく伝達されるよう、周辺住民、自主防災組織等の協力を得なが

ら、平常時からこれらの者に対する情報伝達体制を整備する。

４ 県職員の通信連絡体制

県の各部局長は、県地域防災計画「一般災害対策編」第２章「災害予防計画」第６節「防

災体制の整備」２(2)に基づき、次の事項を盛り込んだ防災活動要領（マニュアル）等の整

備を図る。

(1) 緊急時の配備計画

(2) 緊急時の連絡体制

(3) 緊急時の各職員の担当業務

(4) その他必要事項



第６節 環境放射線モニタリング体制の整備 文部科学省、危機管理監室、

関係市町、防災関係機関、北陸電力

県及び北陸電力は、文部科学省及び関係市町等と連携して、平常時及び緊急時における発電所

の周辺環境の放射性物質及び放射線に関する状況を把握するため、環境放射線モニタリング（以

下「モニタリング」という。）体制を整備する。

１ モニタリング資機材等の整備

(1) 県は、次のモニタリングに関する資機材等を整備する。

ア 環境放射線監視テレメータシステム

イ 環境放射線観測局

ウ 熱ルミネセンス線量計（以下「ＴＬＤ」という。）

エ サーベイメータ等の可搬型計測用機器

オ モニタリングカー

カ ダストサンプラ

キ ヨウ素サンプラ

ク その他モニタリングに必要な資機材

(2) 北陸電力は、次のモニタリングに関する資機材等を整備する。

ア 敷地境界モニタリングポスト

イ 排気筒モニタ

ウ Ｔ Ｌ Ｄ

エ サーベイメータ等の可搬型計測用機器

オ モニタリングカー

カ ダストサンプラ

キ ヨウ素サンプラ

ク その他モニタリングに必要な資機材

(3) 県は、文部科学省、放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構及び電力事業者が

整備するモニタリング資機材等の把握に努める。

２ モニタリング体制の確立

(1) 県は、原子力安全委員会が作成した「環境放射線モニタリング指針（平成20年３月27日

決定、平成22年４月一部改訂）」に従い、緊急時環境放射線モニタリング（以下「緊急時

モニタリング」という。）の手順等を示した「石川県緊急時環境放射線モニタリング実施

要領」を策定し、必要に応じて見直す。

(2) 県、関係市町及び北陸電力は、緊急時モニタリングの迅速かつ的確な実施を確保するた

め、定期的に操作訓練、操作講習会等を実施し、操作方法の習熟と資機材の適正な管理に

努める。



(3) 県は、放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構及び電力事業者から派遣される

緊急時モニタリング要員の受け入れ体制の整備を図る。

(4) 県は、海上における緊急時モニタリングの支援のため、海上自衛隊舞鶴地方総監部に対

して艦船の派遣等の災害派遣を要請する体制を整備する。

また、第九管区海上保安本部に対して、巡視船艇の派遣等の支援を要請する体制を整備

する。

(5) 県は、空からの緊急時モニタリングの支援のため、陸上自衛隊中部方面総監部並びに航

空自衛隊航空総隊司令部（第６航空団及び小松救難隊）に対して、航空機の派遣等の災害

派遣を要請する体制を整備する。

(6) 北陸電力は、自らモニタリングを行うとともに、県が実施する緊急時モニタリングが円

滑に行われるよう、原子力防災要員等の派遣、モニタリング資機材の貸与等に必要な体制

を整備する。

３ ＳＰＥＥＤＩネットワークシステムの整備

県は、文部科学省等と連携して、緊急時において的確かつ迅速に防護対策を講ずるため､

緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム（以下「ＳＰＥＥＤＩネットワークシステ

ム」という。）を整備、維持する。

第７節 災害警備計画の策定 警察本部

警察本部は、緊急時において、応急措置を的確にとることができるよう、次の事項を盛り込ん

だ原子力災害警備計画を策定する。

(1) 災害警備本部等の設置

(2) 指揮命令

(3) 情報の収集・連絡

(4) 避難誘導

(5) 救助救出

(6) 交通規制

(7) その他必要な事項



第８節 緊急時医療体制の整備 文部科学省、厚生労働省、

健康福祉部、関係市町、防災関係機関

県は、厚生労働省、関係市町及び防災関係機関等と連携して、緊急時における医療措置に対応

するため、緊急時医療体制を整備する。

１ 緊急時医療資機材等の整備

(1) 県は、次の緊急時医療資機材等を整備し、維持管理する。

ア 汚染検査用サーベイメータ

イ ホールボディカウンタ

ウ 放射能除染室及び除染資機材

エ その他緊急時医療に必要な資機材等

(2) 県は、文部科学省、厚生労働省及び日本赤十字社が整備する緊急時医療資機材の把握に

努める。

２ ヨウ素剤の備蓄

県は、放射性ヨウ素による甲状腺被ばくを予防するため、安定ヨウ素剤の備蓄を行う。

３ 緊急時医療体制の確立

(1) 県は、緊急時医療の手順等を示した「石川県緊急時医療措置実施要領」を策定し、必要

に応じて見直す。

(2) 県は、緊急時医療体制が一般的な救急医療体制と密接な連携を図るように努める。

(3) 県及び関係医療機関は、緊急時医療を迅速かつ的確に実施するため、定期的に緊急時医

療資機材の操作訓練、操作講習会等を実施し、操作方法の習熟と医療資機材の適正な管理

に努める。

４ 緊急被ばく医療チームの派遣要請体制の整備

県は、緊急時医療の体制の充実を図るため、放射線障害専門病院等のスタッフからなる緊

急被ばく医療チーム派遣の要請手続きについてあらかじめ定めておくとともに、受け入れ体

制の整備等必要な準備を整えておくものとする。



第９節 防護資機材等の整備 原子力安全・保安院、文部科学省、危機管理監室、

関係市町、防災関係機関

１ 防護資機材等の整備

県、関係市町及び防災関係機関は、災害応急対策に従事する防災業務関係者の安全を確保

するため、防護資機材等の整備する。

２ 防護資機材等の操作訓練等

県、関係市町及び防災関係機関は、経済産業省（原子力安全・保安院）及び文部科学省と

連携して、災害応急対策の迅速かつ的確な実施を確保するため、定期的に防護資機材等の操

作訓練、操作講習会等を実施し、操作方法の習熟と防護資機材の適切な管理に努める。

第10節 救助・救急及び消火活動用資機材の整備等 消防機関、危機管理監室、

関係市町、北陸電力

１ 救助・救急及び消火活動用資機材等の整備

消防機関は、県、関係市町、北陸電力等と協力し、災害応急対策の実施に必要な救助・救

急及び消火活動のための資機材の整備する。

２ 消防体制の整備

消防機関は、平常時から、関係市町、北陸電力等と連携を図り、発電所及びその周辺にお

ける火災等に適切に対処するため、消防水利の確保、消防体制の整備する。

北陸電力は、平常時から原子力施設における火災等に適切に対処するため、自衛消防体制

の整備に努める。



第11節 退避等措置計画の策定 危機管理監室、関係市町、防災関係機関

１ 退避等措置計画要綱の策定

県は、原子力災害時における屋内退避、コンクリート屋内退避及び避難の防護対策につい

て、「石川県退避等措置計画要綱」を策定する。

２ 関係市町の退避等措置計画の作成

関係市町は、住民等の屋内退避、コンクリート屋内退避及び避難の防護対策を実施するに

当たって、住民等の適切な行動の確保と混乱の防止を図るため、本計画及び「石川県退避等

措置計画要綱」に基づき、次の事項を盛り込んだ退避等措置計画を作成する。

(1) 原子力防災対策を重点的に充実すべき地域（ＥＰＺ）に関する事項

ア 発電所周辺地域における発電所からの距離別人口、世帯数

イ 地区の連絡担当者

ウ コンクリート屋内退避所（施設の名称、所在地、収容可能人員数、責任者）

エ 避難所（施設の名称、所在地、収容可能人員数、責任者）

オ 自家用自動車数及び船舶数

カ 移送を要する推定人員

キ 観光施設等多くの住民等が集まる施設の連絡先

ク その他必要な事項

(2) 広域避難等に関する事項

ア 集合場所

イ 避難経路及び避難方法

ウ その他必要な事項

３ 災害時要援護者等の避難誘導等

(1) 関係市町は、要援護者及び一時滞在者の安全を確保するため、日頃からこれらの者の把

握に努める。

(2) 関係市町は、要援護者及び一時滞在者を適切に避難誘導するため、周辺住民、自主防災

組織等の協力を得ながら、これらの者に係る避難誘導体制を整備する。

また、特に放射線の影響を受けやすい乳幼児、妊婦等について十分配慮する。

４ 住民等の避難状況の確認体制の整備

関係市町は、避難のための立退き勧告又は指示等を行った場合において、住民等の避難状

況を的確に確認するための体制をあらかじめ整備しておく。

５ 避難方法等の周知の徹底

関係市町は、屋内退避の方法及び避難所の所在地・避難方法について、日頃から住民等へ

の周知徹底に努める。



第12節 防災ボランティアの活動 県民文化局､危機管理監室､関係市町､防災関係機関

県、関係市町及び防災関係機関は、(財)石川県県民ボランティアセンター、日本赤十字社、社

会福祉協議会等やボランティア団体と連携を図り、緊急時において、ボランティアの防災活動が

安全で円滑に行えるように環境を整備する。

なお、ボランティアに対しては、その自発性を尊重しながらも、放射線による被ばくの程度を

自ら判断できないことなどから、その特殊性の周知を図る。

１ 防災ボランティアの把握等

県及び関係市町は、防災ボランティアを活用するため、一定の知識、経験や特定の資格を

有するボランティアについて、その把握に努める。

２ 防災ボランティアの育成

県、関係市町及び防災関係機関は、ボランティアに対して原子力防災に関する研修会の開

催や原子力防災訓練等への参加の呼びかけに努める。

第13節 防災対策資料の整備 危機管理監室、健康福祉部、関係各部局、関係市町

１ 防災対策上必要とされる資料の整備

県及び関係市町は、原子力災害時において、放射性物質による汚染の影響範囲を迅速に予

測し、的確な応急対策を講ずるため、次に掲げる社会環境に関する資料及び放射性物質又は

放射線による影響推定に関する資料等を整備しておく。

(1) 社会環境に関する資料

ア 発電所周辺地図

イ 発電所周辺地域における発電所からの距離別人口、世帯数等に関する資料

ウ 道路、鉄道、ヘリポート、空港などの輸送交通手段に関する資料

エ 避難所及び屋内退避に適するコンクリート建物に関する資料

オ 発電所周辺地域の特殊施設（学校、社会福祉施設、医療施設等）に関する資料

カ 緊急時医療施設等に関する資料

キ 報道機関及び広報施設等に関する資料

ク その他必要な資料

(2) 放射性物質又は放射線による影響推定に関する資料

ア 発電所施設に関する資料

イ 発電所周辺地域の気象・海象に関する資料

ウ 線量推定計算に関する資料

エ 平常時モニタリングに関する資料

オ 緊急時モニタリングに関する資料

カ 飲料水及び農畜林水産物に関する資料

キ その他必要な資料



(3) 原子力防災資機材等に関する資料

ア 防護資機材の備蓄・配備状況

イ 安定ヨウ素剤等医療活動用資機材の備蓄・配備状況

２ 北陸電力の資料の提出

北陸電力は、原災法第12条第４項の規定に基づき、同法施行規則第17条に規定する資料を

経済産業大臣に提出しなければならない。また、北陸電力は、速やかに知事及び志賀町長に

その資料の写しを提出しなければならない。

３ 原子力防災関連情報の収集・蓄積と分析整理体制の整備

県及び関係市町は、平常時より原子力防災関連情報の収集・蓄積に努めるとともに、収集

した情報を的確に分析整理するための人材の育成と必要に応じ専門家の意見を活用できるよ

う必要な体制の整備に努める。

第14節 発電所上空の飛行規制 大阪航空局小松空港事務所

大阪航空局小松空港事務所長は、航空機による発電所に対する災害を防止するため、発電所上

空の飛行はできる限り避けるよう周知徹底を図り、また、原子力発電所上空に係る航空法（昭和

27年法律第231号）第81条ただし書の許可（最低安全高度以下の飛行の許可）を行わないことと

なっている。

第15節 事業所外運搬中の事故に対する 原子力安全・保安院、内閣府、

防災体制の整備 危機管理監室、市町、防災関係機関、

原子力事業者等

１ 原子力事業者等

(1) 原子力事業者及び運搬を委託された者（本節及び第３章第14節において「原子力事業者

等」という。）は、国と連携して、核燃料物質等の運搬中の事故が発生した場合における

危険時の措置等を迅速かつ的確に行うための体制を整備する。

(2) 原子力事業者は、危険時の際には危険時の措置を迅速かつ的確に行うため、核物質防護

上問題を生じない範囲において、知事をはじめ消防機関の長及び海上保安部長に核燃料物

質等の運搬に係る防災対策に必要な運搬情報の提供等の協力に努める。

２ 国

(1) 国は、核燃料物質等の運搬中の事故が発生した場合において、関係機関への連絡、事故

情報の収集、国の職員及び専門家の現地への派遣、対外発表等の危険時の措置等を迅速に

行うために必要な体制を整備することとなっている。

(2) 国は、原子力緊急事態に至った場合において、原子力事業者等と連携して、主体的に原

子力緊急事態応急対策を行うために必要な体制を整備することとなっている。



３ 県

知事は、核燃料物質等の運搬中の事故が発生した場合において、安全規制担当省庁の長、

消防庁長官、市町長等への通報連絡及び事故の状況把握並びにその状況に応じて原子力発電

所における応急対策に準じた必要な措置を実施するための体制を整備する。

４ 市 町

市町長は、核燃料物質等の運搬中の事故が発生した場合において、知事及び警察署長等へ

の通報連絡や事故の状況把握等に必要な体制を整備する。

５ 消 防

消防本部等の消防長は、核燃料物質等の運搬中の事故が発生した場合において、知事及び

市町長への通報連絡及び事故の状況把握並びにその事故の状況に応じて、消防職員の安全確

保を図りながら、原子力事業者と協力して、消火、救助、救急等の措置を実施するための必

要な体制を整備する。

６ 警 察

警察署長は、核燃料物質等の運搬中の事故が発生した場合において、警察本部長等への通

報連絡及び事故の状況把握並びにその事故の状況に応じて、警察職員の安全確保を図りなが

ら、原子力事業者等と協力して、人命救助、避難誘導、交通規制等の措置を実施するための

必要な体制を整備する。

７ 海上保安部

第九管区海上保安本部金沢海上保安部長及び七尾海上保安部長は、核燃料物質等の運搬中

の事故が発生した場合において、知事及び市町長への通報連絡及び事故の状況把握並びにそ

の事故の状況に応じて、海上保安職員の安全確保を図りながら、原子力事業者等と協力し

て、現場海域への立入制限、人命救助等の措置を実施するための必要な体制を整備すること

となっている。



第３章 原子力災害応急対策計画

第１節 通報連絡体制 国、危機管理監室、健康福祉部、関係各部局、

関係市町、防災関係機関、北陸電力

１ 特定事象等の発生の通報連絡体制

特定事象等（特定事象又は原子力緊急事態をいう。以下、本節において同じ。）の発生時

において、国、県、関係市町、防災関係機関及び北陸電力は、災害応急対策活動を実施する

ために必要な情報の収集、把握及び伝達のために、次の通報連絡系統により相互に通報連絡

を行う。

事故通報（第１報「原災法第10条第１項に基づく通報」）通報連絡系統図

文 部 科 学 省
科学技術・学術政策局
原 子 力 安 全 課
防 災 環 境 対 策 室

志賀保安検査官事務所
各部局連絡員 各部局連絡員 部局内出先機関

経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

原子力安全 ・保 安院
原 子 力 防 災 課

経 済 産 業 省
中部近畿産業保安部

北陸産業保安監督署

経 済 産 業 省
中 部 経 済 産 業 局

電力・ガス事業北陸支局
総 務 課

内 閣 官 房

内閣府政策総括官付
（ 防 災 担 当 ）

関 係 省 庁

石 川 県

危 機 管 理 監 室
危 機 対 策 課

（石 川 県 庁）

医 療 対 策 課

消 防 保 安 課

原子力安全対策室

保健環境セン ター

中能登総合事務所

志賀町生活安全課

七尾市環境安全課

羽咋郡 市広 域圏

事務組合消防本部
警 防 課

七尾鹿 島広 域圏
事務組合消防本部
消 防 課

羽 咋 警 察 署
地 域 課

七 尾 警 察 署
地 域 課

七尾労働基準監督署

石 川 県 警 察 本 部
警 備 部 警 備 課

第九管区海上保安本部
警 備 救 難 部 救 難 課

中 部 管 区 警 察 局
警 備 課

東 京 管 区 気 象 台
総 務 部 業 務 課

陸 上 自 衛 隊
中 部 方 面 総 監 部

防 衛 課 運 用 班

陸 上 自 衛 隊
第 １ ０ 師 団

３ 部 防 衛 班

陸 上 自 衛 隊
第１４普通科連隊

第 ３ 科

第九管区海 上保安 本部
金沢海上保安部警備救難課

金 沢 地 方 気 象 台
技 術 課

ＴＥＬ及びＦＡＸによる通信連絡

ＴＥＬによる通信連絡

ＦＡＸによる通信連絡

北 陸 電 力 ㈱
志 賀 原 子 力 発 電 所
原 子 力 防 災 管 理 者

北 陸 電 力 ㈱ 本 店
（ 原 子 力 本部 含 む ）

北 陸 電 力 ㈱
東 京 支 社

航 空 自 衛 隊 航 空 総 隊 司 令 部 （ 第 ６ 航 空 団 ）

海 上 自 衛 隊 舞 鶴 地 方 総 監 部



(1) 発電所の通報連絡

ア 原子力防災管理者（発電所長）は、特定事象の発生について通報を受け、又は自ら発

見したときは、原災法第10条第１項及び原子力事業者防災業務計画（第３章第１節１

(1)）に基づき、15分以内を目途として、知事をはじめ官邸（内閣官房）、内閣府、経済

産業大臣（原子力安全・保安院）、文部科学大臣、関係市町長、原子力防災専門官、羽

咋警察署長及び七尾警察署長（以下「警察署長」という。）、羽咋郡市広域圏事務組合消

防本部消防長及び七尾鹿島広域圏事務組合消防本部消防長（以下「消防長」という。）

並びに第九管区海上保安本部金沢海上保安部長（以下「金沢海上保安部長」という。）

に対して、直ちに「特定事象発生通報」（原子力事業者防災業務計画様式６）をファク

シミリにより一斉に送信する。さらに、知事をはじめ、官邸（内閣官房）、内閣府、経

済産業大臣、文部科学大臣、関係市町長及び原子力防災専門官等の主要な機関に対して

は、その着信を電話等により確認する。

なお、通報連絡事項は、次のとおりとする。

(ｱ) 特定事象の発生箇所

(ｲ) 特定事象の発生日時

(ｳ) 特定事象の種類

(ｴ) 想定される原因

(ｵ) 検出された放射性物質及び放射線量の状況

(ｶ) 主な施設・設備等の状態

(ｷ) その他特定事象の把握に参考となる情報

イ 原子力防災管理者（発電所長）は、通報に係る事象が原子力緊急事態に至った場合

は、原子力事業者防災業務計画（第３章第３節１(1)）に基づき、直ちにアに準じて

「原災法第15条第１項の基準に達したときの報告様式」（原子力事業者防災業務計画様

式９）により通報連絡する。

ウ 通報を受けた事象に対する問い合わせは、原則として経済産業省（原子力安全・保安

院）、県及び志賀町に限る。

(2) 国の通報連絡

ア 経済産業大臣（原子力安全・保安院）は、原子力防災管理者（発電所長）から特定事

象等の発生について通報を受けた場合には、通報を受けた事象について、原子力緊急事

態宣言を発出すべきか否かの判断を直ちに行い、事象の概要及び事象の今後の進展の見

通し等事故情報について、知事をはじめ官邸（内閣官房）、原子力安全委員会、内閣

府、文部科学省、志賀町長及び警察本部長に通報連絡を行うこととなっている。

イ 経済産業大臣（原子力安全・保安院）は、原子力緊急事態に該当するときは、知事及

び志賀町長に対して、災害対策本部設置、避難等の準備開始を要請することとなってい

る。

(3) 原子力防災専門官、原子力保安検査官の通報連絡

原子力防災専門官及び原子力保安検査官は、原子力防災管理者（発電所長）から特定事

象等の発生について通報を受けた場合は、直ちに発電所の状況等を確認し、その結果等

を、知事をはじめ経済産業大臣（原子力安全・保安院）、志賀町長に通報連絡することと

なっている。



(4) 県の通報連絡

ア 特定事象等の発生の通報連絡

知事は、原子力防災管理者（発電所長）から特定事象等の発生について通報を受けた

場合は、直ちに、経済産業大臣（原子力安全・保安院）、関係市町長、原子力防災専門

官、金沢海上保安部長、その他の防災関係機関の長に通報連絡を行うとともに、発電所

の状況等の確認に努める。

イ 職員の派遣要請

知事は、原災法第10条第２項の規定に基づき、経済産業大臣（原子力安全・保安院）

に対し、アの通報連絡に併せて専門的知識を有する職員の派遣を要請する。

ウ 国等からの通報連絡事項の連絡

知事は、経済産業大臣（原子力安全・保安院）、原子力防災専門官及び原子力防災管

理者（発電所長）から通報連絡を受けた発電所の状況等については、直ちに関係市町長

及び防災関係機関の長に連絡する。

(5) 関係市町の通報連絡

関係市町長は、原子力防災管理者（発電所長）から特定事象等の発生について通報を受

けた場合は、知事及び原子力防災専門官に通報連絡を行うとともに、発電所の状況等の確

認及び関係市町長が当面とるべき措置についての指示を要請する。

また、必要に応じ、知事を経由して、経済産業大臣（原子力安全・保安院）に対し、国

の専門的知識を有する職員の派遣を要請する。

なお、警察署長及び消防長に対しても通報連絡を行う。

(6) 警察機関の通報連絡

警察署長は、原子力防災管理者（発電所長）から特定事象等の発生について通報を受け

た場合は、警察本部長を経由して知事に通報連絡する。また、管轄する関係市町長に通報

連絡を行う。

(7) 海上保安部の通報連絡

金沢海上保安部長は、原子力防災管理者（発電所長）から特定事象等の発生について通

報を受けた場合には、知事へ通報連絡を行う。

(8) 消防機関の通報連絡

消防長は、原子力防災管理者（発電所）から特定事象等の発生について通報を受けた場

合は、直ちに所属消防署（分署・分遣所）長に通報し、必要な指示を行う。また、管轄す

る関係市町長へ通報連絡を行う。

(9) 県の環境放射線観測局で特定事象等の発生の通報を行うべき数値の検出を発見した場合

の通報連絡

ア 知事は、原子力防災管理者（発電所長）から通報がない状態において、県が設置して

いる環境放射線観測局により、特定事象等の発生の通報を行うべき数値を検出した場合

は、直ちに経済産業大臣（原子力安全・保安院）、文部科学大臣、原子力防災専門官、

原子力保安検査官、関係市町長及び原子力防災管理者（発電所長）に通報連絡するとと

もに、発電所の状況等の確認に努める。

イ 原子力防災専門官は、県から特定事象等の発生の通報を行うべき数値を検出した旨の

連絡を受けた場合は、原子力保安検査官と連携を図りつつ、直ちに原子力防災管理者



（発電所長）に発電所の状況の確認を行うよう指示し、その結果を直ちに知事をはじめ

経済産業省（原子力安全・保安院）及び志賀町長に通報連絡するとなっている。

ウ 知事は、原子力防災専門官からイにより発電所の状況の確認結果の通報連絡を受けた

場合は、直ちに経済産業大臣（原子力安全・保安院）、文部科学大臣、消防庁長官、関

係市町長及び防災関係機関の長に通報連絡する。

エ 原子力防災管理者（発電所長）は、イの結果が特定事象等に該当していた場合は、直

ちに特定事象等の発生について１(1)により通報連絡を行う。

２ 応急対策活動情報等の連絡

国、県、関係市町、防災関係機関及び北陸電力は、災害応急対策活動情報等の収集、把握

及び伝達のために、次の通報連絡系統により相互に通報連絡を行う。

事故通報（第２報以降）通報連絡系統図

文 部 科 学 省
科学技術・学術政策局
原 子 力 安 全 課
防 災 環 境 対 策 室

志賀保安検査官事務所
各部局連絡員 各部局連絡員 部局内出先機関

経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

原子力安全 ・保 安院
原 子 力 防 災 課

経 済 産 業 省
中部近畿産業保安部

北陸産業保安監督署

経 済 産 業 省
中 部 経 済 産 業 局

電力・ガス事業北陸支局
総 務 課

内 閣 官 房

国 原子力災害対策本部
（ 内 閣 府 内 ）

又 は

関 係 省 庁
事 故 対 策 連 絡 会 議

石 川 県

災 害 対 策 本 部

（石 川 県 庁）

医 療 対 策 課

消 防 保 安 課

原子力安全対策室

保健環境セン ター

中能登総合事務所

志賀町生活安全課

七尾市環境安全課

羽咋郡 市広 域圏

事務組合消防本部
警 防 課

七尾鹿 島広 域圏
事務組合消防本部
消 防 課

羽 咋 警 察 署
地 域 課

七 尾 警 察 署
地 域 課

七尾労働基準監督署

石 川 県 警 察 本 部
警 備 部 警 備 課

第九管区海上保安本部
警 備 救 難 部 救 難 課

消 防 庁
特 殊 災 害 室

陸 上 自 衛 隊
中 部 方 面 総 監 部
防 衛 課 運 用 班

陸上自衛隊
第１０師団
３部防衛班

陸 上 自 衛 隊
第 １ ４ 普 通 科 連 隊
第 ３ 科

第九管区海 上保安 本部
金沢海上保安部警備救難課

金 沢 地 方 気 象 台
技 術 課

ＴＥＬ及びＦＡＸによる通信連絡

ＴＥＬによる通信連絡

ＦＡＸによる通信連絡

北 陸 電 力 ㈱
志 賀 原 子 力 発 電 所

原 子 力 防 災 管 理 者

オフサイトセンター

原子力災害合同対策協議会
（現地事故対策連絡協議会）

国の原子力災害現地対策本部

県現地災害対策本部

北 陸 電 力 ㈱ 本 店
（ 原 子 力 本部 含 む ）

北 陸 電 力 ㈱
東 京 支 社

航 空 自 衛 隊 航 空 総 隊 司 令 部 （ 第 ６ 航 空 団 ）

海 上 自 衛 隊 舞 鶴 地 方 総 監 部



(1) 特定事象発生後の応急対策活動情報等の連絡

ア 発電所の通報連絡

原子力防災管理者（発電所長）は、特定事象の発生の通報を行った場合には、直ちに

原子力災害の発生又は拡大の防止のために必要な応急対策を行い、知事をはじめ官邸

（内閣官房）、内閣府、経済産業大臣（原子力安全・保安院）、文部科学大臣、関係市町

長、警察署長、消防長、金沢海上保安部長及び原子力防災専門官等並びに国の関係省庁

事故対策連絡会議及び現地事故対策連絡会議に対して、発電所の応急対策活動の概要、

発電所の状況、被害の状況等を定期的に「異常事態連絡様式（第２報以降）」（原子力事

業者防災業務計画様式７）により通報連絡する。

イ 国の通報連絡

経済産業大臣（原子力安全・保安院）は、知事をはじめ官邸（内閣官房）、原子力安

全委員会、文部科学省、内閣府、志賀町長との間において、知事、志賀町長及び原子力

防災管理者（発電所長）から連絡を受けた事項、国が行う応急対策活動等を随時連絡す

るなど相互の連絡を密にすることとなっている。

ウ 県の通報連絡

県災害対策本部長（以下「県本部長」という。）（知事）は、経済産業大臣（原子力安

全・保安院）、消防庁長官及び原子力防災専門官から情報を得るとともに、関係市町、

防災関係機関、原子力防災管理者（発電所長）等から連絡を受けた事項、県が行う応急

対策活動の状況等をこれらの者に対して随時、通報連絡する。

また、県本部長（知事）は、経済産業大臣（原子力安全・保安院）、消防庁長官、原

子力防災専門官、関係市町長、防災関係機関及び原子力防災管理者（発電所長）から通

報連絡を受けた事項、県が行う応急対策活動の状況等を関係市町長及び防災関係機関の

長に対して随時通報連絡する。

エ 関係市町の通報連絡

関係市町長は、市町が行う応急対策活動の状況等について、県本部長（知事）をはじ

め警察署長、消防長及び原子力防災専門官に対して随時通報連絡する。

オ 警察機関の通報連絡

警察署長は、警察署が行う応急対策活動の状況等について、警察本部を通じて、県本

部長（知事）をはじめ、関係市町長及び原子力防災専門官に対して、随時通報連絡す

る。

カ 消防機関の通報連絡

消防長は、消防機関が行う応急対策の状況等について、県本部長（知事）をはじめ関

係市町長及び原子力防災専門官に対して、随時通報連絡する。

キ 海上保安部の通報連絡

金沢海上保安部長は、海上保安部が行う応急対策活動の状況等について、県本部長

（知事）及び原子力防災専門官に随時通報連絡するよう努める。

ク 現地事故対策連絡会議における通報連絡

現地事故対策連絡会議が開催されている場合は、関係機関による特定事象発生後の応

急対策活動の状況等の通報連絡（知事の消防庁長官への通報連絡を除く。）は、原則と

して現地事故対策連絡会議において行い、情報の共有を図る。



(2) 緊急事態宣言発出後の応急対策活動情報等の連絡

ア 原子力災害合同対策協議会の組織

県本部長（知事)及び緊急事態応急対策実施区域を管轄する関係市町長は、原子力緊

急事態宣言が発せられた場合は、速やかに、原災法第22条の規定に基づき災害対策基本

法第23条第１項に規定する災害対策本部に移行する。

また、国の原子力災害現地対策本部、防災関係機関及び北陸電力とともに、オフサイ

トセンターに原子力災害合同対策協議会（以下「合同対策協議会」という。）を組織

し、原子力緊急事態に関する情報を交換し、それぞれが実施する緊急事態応急対策につ

いて相互に協力する。

なお、国は、原災法第17条第８項に規定に基づく国の原子力災害現地対策本部をオフ

サイトセンターに設置することとなっている。

イ 県及び関係市町の合同対策協議会への参加

県本部長（知事）又は県現地災害対策本部長（以下「県現地本部長」という。）及び

緊急事態応急対策実施区域を管轄する関係市町長（関係市町災害対策本部長）は、国の

原子力災害現地対策本部長、北陸電力の代表者等とともに、合同対策協議会の緊急事態

対応方針決定会議及び全体会議に出席し、緊急事態応急対策のうち最重要事項の調整及

び情報の共有を行う。

なお、合同対策協議会の緊急事態対応方針決定会議及び全体会議の主な役割は、次の

とおりである。

(ｱ) 緊急事態対応方針決定会議

ａ 屋内退避、避難（範囲）の決定及び解除

ｂ ヨウ素剤投摂取の決定

ｃ 飲食物摂取制限の決定及び解除

ｄ 事故対策のための取るべき措置

ｅ 原子力緊急事態解除宣言を出すべきとの具申

ｆ その他、国の原子力災害現地対策本部長が必要と認めた事項

(ｲ) 全体会議

ａ 緊急事態対応方針決定会議の調整事項の連絡

ｂ 緊急時対応方針の確認

ｃ 緊急事態応急対策の実施状況に関する情報の共有

ｄ モニタリング状況及び予測の報告

ｅ プラント状況及び予測の報告

ｆ プレス広報及び住民広報の内容の確認（主要なもの）

ｇ 県、関係市町及び関係機関からの要望の取りまとめ

ｈ その他、国の原子力災害現地対策本部長が必要と認めた事項



ウ 合同対策協議会機能班への職員の派遣

(ｱ) 県本部長（知事）及び関係市町長は、国の原子力災害現地対策本部、防災関係機関

及び北陸電力とともに、合同対策協議会において、発電所の状況の把握、モニタリン

グ情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等の機能別に分けた(ｲ)の作業グル

ープ（機能班）にそれぞれ職員を派遣することにより、常時継続的に必要な情報を共

有するとともに、県本部長（知事）及び当該関係市町長が行う緊急事態応急対策につ

いて必要な調整を行う。

(ｲ) 合同対策協議会の機能班の名称及びその主な任務は、次のとおりである。

機 能 班 名 機 能 主 な 任 務

総 括 班 総合調整 ・合同対策協議会運営事務局

・国の原子力災害現地対策本部長の補佐

・合同対策協議会の調整事項の伝達

・国、県、関係市町等との連絡調整

・屋内退避及び避難勧告の検討

・原子力緊急事態解除宣言の具申

放 射 線 班 ・放射線影響評価 ・放射線状況の整理

・放射線濃度予測 ・被ばく線量の予測

・モニタリングデータ収集

・飲食物摂取制限勧告の検討

医 療 班 被災者に対する医療 ・被害状況の把握

活動の把握 ・救助及び救命状況の把握

・ヨウ素剤服用指示の検討

住 民 安 全 班 被災者の救助と社会 ・屋内退避及び避難状況の把握

秩序の維持活動の把 ・救助及び救命状況の把握

握調整 ・交通規制状況の把握

・救急輸送実施状況の把握

・飲食物摂取制限状況の把握

運 営 支 援 班 オフサイトセンター ・参集者の食料等の調達

内の管理 ・オフサイトセンターの環境整備

・オフサイトセンターの出入り管理

広 報 班 ・報道機関等対応 ・報道機関等への対応

・住民等への広報 ・住民等への対応

プ ラ ン ト 班 ・事故状況の把握 ・プラント情報の収集

・事故の推移予測 ・事故の推移予測



エ 県の連絡

県本部長（知事）は、県現地本部長及び合同対策協議会に派遣した職員に対し、県本

部長（知事）が行う緊急事態応急対策活動の状況、被害の状況等に関する情報を随時連

絡する。

また、県現地本部長及び当該派遣職員は、県本部長（知事）に対し、合同対策協議会

において得た情報を随時報告する。

オ 関係市町の連絡

(ｱ) 緊急事態応急対策実施区域を管轄する関係市町長は、合同対策協議会に派遣した職

員に対し、当該市町が行う緊急事態応急対策活動の状況、被害の状況等に関する情報

を随時連絡する。

また、派遣職員は、当該関係市町長に対し、合同対策協議会において得た情報を随

時連絡する。

(ｲ) 緊急事態応急対策実施区域を管轄する関係市町長以外の関係市町長は、必要に応じ

合同対策協議会に幹部職員を派遣し、当該市町に関係する情報を収集し、共有を図

る。

また、派遣職員は、当該関係市町長に対し、合同対策協議会において得た情報を随

時連絡する。

カ 防災関係機関の連絡

防災関係機関の長は、合同対策協議会に派遣した職員に対し、防災関係機関の長が行

う緊急事態応急対策活動の状況、被害の状況等に関する情報を随時連絡する。

また、派遣職員は、当該防災関係機関の長に対し、合同対策協議会において得た情報

を随時連絡する。



第２節 初動体制の確立 危機管理監室、県民文化局、健康福祉部、関係各部局

緊急時において、県、関係市町、防災関係機関及び北陸電力は、速やかにそれぞれの災害対策

本部等の組織の編成や要員の確保等を行い、初動体制を確立する。

１ 県の動員体制及び設置基準等

県職員は、発電所の事故情報に注意し、緊急時においては本計画第２章「原子力災害予防

計画」第５節４「県職員の通信連絡体制」により作成された防災活動要領（マニュアル）等

に基づき、直ちに対応する。

なお、緊急時における体制、設置基準及び動員対象職員は、次のとおりとする。

体 制 設 置 基 準 動 員 対 象 職 員

警 戒 体 制 発電所に事故が発生し、警戒体制 危機管理監室、医療対策課、中能登総合

をとる必要があると知事が認めた 事務所、能登中部保健福祉センター、保

とき。 健環境センター等の配備計画による職員

・災害対策本部連絡員（主管課課長補佐等）

・上記以外の各部局の配備計画による職員

第一次 ・原子力防災管理者（発電所長） ・全職員

災害対策本部体制 から特定事象発生の通報を受け

たとき。

・県の環境放射線観測局で特定事

象に該当する放射線量を観測し

たとき。

・その他知事が必要と認めたとき｡

第二次 ・内閣総理大臣が原子力緊急事態 ・全職員

災害対策本部体制 宣言を発出したとき。

(注)１ 特定事象とは、原災法第10条第１項前段の規定により原子力防災管理者（発電所

長）が知事等に通報を行うべき事象をいう。

２ 原子力緊急事態宣言とは、原災法第15条第２項の規定により内閣総理大臣が原子力

緊急事態を発出する宣言をいう。

２ 県職員の動員方法

(1) 県職員の動員は、次の動員伝達系統図による。

(2) 各部局長及び各部局主管課課長補佐等は、携帯電話、非常時職員参集装置等により、連

絡を受けるとともに登庁する。

(3) 各部局は、本計画第２章「原子力災害予防計画」第５節「４ 県職員の通報連絡体制」

により動員を行う。



動員伝達系統図

危機対策課長 危機対策課 各部局主管課 部 局 長 等
課 長 補 佐 課長補佐等

(災害対策
本部連絡員)

各部局の各課 配備計画に
課 長 補 佐 よ る 職 員

中能登総合 配備計画に
事 務 所 長 よ る 職 員

管内出先機関 配備計画に
の 長 よ る 職 員

医 療 対 策 課 長 配備計画による職員

原子力安全対策室長 配備計画による職員

保健環境センター所長 配備計画による職員

第３節 緊急時の措置 危機管理監室、健康福祉部、関係各部局、

関係市町、防災関係機関

１ 災害対策本部等の設置

知事は、緊急時において、災害応急対策活動を行うために、前節の設置基準に従い、

(1) 警戒体制

(2) 第一次災害対策本部体制（以下「第一次本部体制」という。）

(3) 第二次災害対策本部体制（以下「第二次本部体制」という。）

をとる。

２ 警戒体制

県は、経済産業省（原子力安全・保安院）、原子力防災専門官、原子力保安検査官、関係

市町、防災関係機関及び北陸電力との連絡を密にし、事故状況等の把握に努める。また、必

要に応じ、第一次本部体制に移行できる体制をとるとともに、関係市町長及び防災関係機関

の長にその旨を連絡する。



(1) 警戒体制組織図

危機対策課 医 療 対 策 課 能登中部保健福祉センター

原子力安全対策室 保 健 環 境 セ ン タ ー
（危機対策課）

中能登総合事務所

(2) 所掌事務

課(室)及び出先機関名 所 掌 事 務

危 機 対 策 課 １ 経済産業省（原子力安全・保安院）、消防庁、原子力防災

専門官、原子力保安検査官、関係市町、防災関係機関及び北

陸電力との通報連絡に関すること。

２ 事故状況等の把握に関すること。

３ 警戒体制の総合調整に関すること。

医 療 対 策 課 １ 緊急時医療措置の準備に関すること。

２ 能登中部保健福祉センターとの通報連絡に関すること。

原子力安全対策室 １ 事故状況等の把握に関すること。

（ 危 機 対 策 課 ） ２ 緊急時モニタリングの準備に関すること。

３ 保健環境センターとの通報連絡に関すること。

中能登総合事務所 １ 危機対策課との通報連絡に関すること。

２ 管内出先機関の調整に関すること。

能登中部保健福祉センター 緊急時医療措置の準備に関すること。

保健環境センター 緊急時モニタリングの準備に関すること。

３ 第一次本部体制及び第二次本部体制

知事は、前節の第一次本部体制又は第二次本部体制設置基準に該当した場合は、直ちに県

庁内に県本部を、オフサイトセンターに県現地本部を設置する。

また、第一次本部体制中において、前節の第二次本部体制設置基準に該当した場合は、直

ちに県本部及び県現地本部を第二次本部体制に移行する。

なお、県本部及び県現地本部を設置した場合は、直ちにその表示を行う。



(1) 県本部の組織等

ア 県本部の組織

危機管理班 (危機対策課)
（消防保安課）

原子力安全対策班
危機管理監室

(原子力安全対策室)
危機管理監

( 危 機 対 策 課 )

人 事 班 (人 事 課)総 務 部

総 務 部 長 管 財 班 (管 財 課)

企 画 班 (企 画 課)
企画振興部

企画振興部長 交通政策班

(新幹線・交通政策課)

県民文化部
県民交流班 (県民交流課)

県民文化局長

県民生活班 （県民生活課)

県副本部長
県 本 部 長 医療対策班 (医療対策課)

(副 知 事) 健康福祉部
(知 事) 健康推進班 (健康推進課)

(２名) 健康福祉部長

薬事衛生班 (薬事衛生課)

商工労働部
産業政策班 (産業政策課)

商工労働部長

観光交流部

観光交流局長
農林 企画調整班

（農林水産部企画調整室)

農林水産部 生産流通班 (生産流通課)
農林水産部長

森林管理班 (森林管理課)

水 産 班 (水 産 課)

土 木 部
道路整備班 (道路整備課)

土 木 部 長

教 育 部

教 育 長

関 係 部 局 班

災害警備本部

警察本部長

県現地本部 ※本節３(2)アに記載



イ 県本部の職名、担当職及び所掌事務

職 名 担 当 職 所 掌 事 務

県 本 部 長 知 事 県本部の事務を総括する。

県副本部長 副 知 事 県本部長を補佐するとともに、県本部長に事故があると

（２名） きは、その職務を代理する。

県 本 部 員 知事部局の 県本部長及び県副本部長の命を受けて災害応急対策計画

各部局長 に関する事項について調査審議する。

警察本部長

教 育 長

出 納 室 長

ウ 県本部の班名、班長担当職及び所掌事務

班 名 班長担当職 所 掌 事 務

危機管理班 危機対策課長 １ 災害状況、災害応急対策措置状況等の収集及び報告

(消防保安課長) に関すること。

２ 県本部の設置、運営及び廃止に関すること。

３ 県現地本部の設置及び廃止に関すること。

４ 県現地本部に対する指示及び連絡に関すること。

５ 関係省庁事故対策連絡会議又は国の原子力災害対策

本部及び防災関係機関との連絡調整に関すること。

６ 市町に対する指示及び連絡に関すること。

７ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。

８ 災害救助法に関すること。

９ 広報活動に関すること。

原 子 力 原 子 力 １ 緊急時モニタリングの総合調整に関すること。

安全対策班 安全対策室長 ２ 発電所の状況把握に関すること。

人 事 班 人 事 課 長 職員の動員に関すること。

管 財 班 管 財 課 長 県有自動車の配備に関すること。

企 画 班 企 画 課 長 北陸電力（発電所を除く。）との連絡に関すること。

交通政策班 新 幹 線 ・ 人員、物資等の輸送対策に関すること。

交通政策課長



班 名 班長担当職 所 掌 事 務

県民交流班 県民交流課長 １ 報道機関との連絡調整に関すること。

２ 被災者の総合相談に関すること。

３ ボランティア関係団体との連絡調整に関すること。

県民生活班 県民生活課長 １ 飲料水の供給等に関すること。

２ 生活必需物資の対策等に関すること。

医療対策班 医療対策課長 １ 緊急時医療措置の総合調整に関すること。

２ 医薬品の確保及び供給に関すること。

健康推進班 健康推進課長 健康管理に関すること。

薬事衛生班 薬事衛生課長 飲食物の摂取制限等に関すること。

産業政策班 産業政策課長 応急復旧用資材の調達に関すること。

農林 企 画 調 整 班 農林水産部 災害時の応急食料の供給に関すること。
企画調整室長

生産流通班 生産流通課長 １ 農産物の収穫及び出荷に関すること。

２ 畜産物の収穫及び出荷に関すること。

森林管理班 森林管理課長 林産物の採取及び出荷に関すること。

水 産 班 水 産 課 長 水産物の採取及び出荷に関すること。

道路整備班 道路整備課長 道路交通の確保に関すること。

教 育 部 (教育委員会) 文教対策及び教育施設との連絡に関すること。

関 係 部 局 班 関係部局の災害応急対策の実施に関すること。

（石川県災害対策本部運営要綱 別表１による）

警 察 部 (警察本部) １ 立入制限措置等の実施、避難等の誘導及び警戒警備

に関すること。

２ 交通秩序の維持に関すること。

また、現地本部員については、本部長が必要と認める場合は、危機管理監室及び担当部（警

察本部を除く）の職員の中から、本部長が指名する者をもつて充てる。



(2) 県現地本部の組織等
ア 県現地本部の組織

県現地本部長 県 現 地 副 本 部 長 連絡調整班
兼報道責任者 ((兼)危 機 管 理 監) 班 長 (兼)危機対策課長
((兼)副知事) (中能登総合事務所長) 副班長 危機対策課課長補佐

班 員 危機対策課職員
県民交流課職員
中能登総合事務所職員等

緊急時モニタリング班
班 長 保健環境センター所長
副班長 保健環境センター次長
班 員 保健環境センター職員

原子力安全対策室職員
環境政策課職員
水環境創造課職員
能登中部保健福祉センタ
ー職員 等
国の緊急モニタリング
派遣職員
関係市町派遣職員
原子力事業者派遣職員

緊急時医療班
班 長 能登中部保健福祉センター

羽咋地域センター所長
副班長 医療対策課課長補佐
班 員 医療対策課職員

健康推進課職員
能登中部保健福祉センタ
ー職員 等
国の緊急医療派遣職員
日本赤十字社救護職員
地域医療機関職員

住民生活班
班 長 中能登総合事務所

総務企画部長
副班長 中能登総合事務所

企画振興課長
班 員 危機対策課職員

薬事衛生課職員
農業政策課職員
中能登総合事務所職員
能登中部保健福祉センタ
ー職員
中能登農林総合事務所職員
中能登土木総合事務所職員
警察本部職員 等

【第一次本部体制時】
現地事故対策連絡会議派遣要員
危機管理監室次長
危機対策課長補佐
中能登総合事務所総務企画部次長
保健環境センター環境科学部長
【第二次本部体制時】

合同対策協議会派遣要員
※本節６(2)に記載

(注) 県本部長（知事）は、原子力災害の推移等に応じ、関係部局（出先機関含む。）
に対して、県現地本部の応援のための職員の派遣を指示する。



イ 県現地本部の職名、担当職及び所掌事務

職 名 担 当 職 所 掌 事 務

県現地本部長 副 知 事 県現地本部の事務を総括する。

兼報道責任者

県現地副本部長 危機管理監 県現地本部長を補佐するとともに、県現地本部長に事

中能登総合事務所長 故があるときは、その職務を代理する。

ウ 県現地本部の班名及び所掌事務

班 名 所 掌 事 務

連絡調整班 １ 県現地本部の運営に関すること。

２ 県本部との連絡調整に関すること。

３ 県現地災害対策本部員会議に関すること。

４ 現地事故対策連絡会議又は国の原子力災害現地対策本部との連絡

調整に関すること。

５ 合同対策協議会総括班、広報班及び運営支援班との連絡・調整に

関すること。

６ オフサイトセンターの管理、運営の支援に関すること。

７ 災害情報の収集及び伝達に関すること。

８ 関係市町及び現地防災関係機関との連絡・調整に関すること。

９ 住民への広報に関すること。

10 その他県現地本部長が指示する事項に関すること。

緊 急 時 １ 合同対策協議会放射線班との連絡・調整に関すること。

モニタリング班 ２ 緊急時モニタリングに関すること。

３ 放射線影響評価解析に関すること。

４ その他県現地本部長が指示する事項に関すること。

緊急時医療班 １ 合同対策協議会医療班との連絡・調整に関すること。

２ 緊急時医療措置に関すること。

３ 県及び関係市町の防災業務関係者の被ばく管理に関すること。

４ その他県現地本部長が指示する事項に関すること。

住民生活班 １ 合同対策協議会住民安全班との連絡・調整に関すること。

２ 生活必需物資の供給に関すること。

３ 飲食物の摂取制限等に関すること。

４ 立入制限、交通規制等に関すること。

５ 住民等の避難等に関すること。

６ 住民等からの問い合わせに関すること。

７ その他県現地本部長が指示する事項に関すること。



(3) 意思決定手続

ア 県本部長（知事）に事故ある場合の職務の代理順位は、次のとおりとする。

代理順位 職 名 備 考

第 １ 位 県副本部長（副知事）
知事の職務代理順序による

第 ２ 位 県副本部長（副知事）

イ 本部員及び班長に事故ある場合の職務の代理は、石川県処務規程（昭和33年訓令申第

９号）第18条（副知事等の代決）及び第19条（出先機関の長の代決）の規定を準用す

る。

(4) 県本部の通知及び周知

知事は、県本部（第一次本部体制又は第二次本部体制）を設置した場合には、経済産

業大臣（原子力安全・保安院）、文部科学大臣、消防庁長官、関係市町長、消防長、原

子力防災専門官、防災関係機関の長、原子力防災管理者（発電所長）及び報道機関等に

通知するとともに、住民等に周知する。

なお、廃止した場合も同様とする。

(5) 国等に対する要請

県本部長（知事）は、災害応急対策を円滑に実施を図るために必要と認める場合は、

経済産業大臣（原子力安全・保安院）に対して専門家及び緊急時モニタリング等の要員

の派遣を要請するとともに、文部科学省に対しＳＰＥＥＤＩネットワークシステムによ

る予測結果等の配信を、また金沢地方気象台長に気象情報の定期的な送付を要請する。

(6) 関係市町及び防災関係機関の活動体制

関係市町長及び防災関係機関の長は、特定事象又は原子力緊急事態の発生の通報を受

けた場合には、原子力災害応急対策に対応する活動体制を整える。

(7) 県現地本部（第一次本部体制）への職員の派遣

関係市町長、消防長及び原子力防災管理者（発電所長）は、県が県本部（第一次本部

体制）を設置した場合は、直ちに職員を派遣し、災害応急対策の調整等を行うととも

に、防災資機材の貸与等必要な協力を行う。

また、県本部長（知事）は、陸上自衛隊第14普通科連隊長、金沢海上保安部長に対

し、直ちに災害応急対策の調整を行うため、職員の派遣と防災資機材の貸与等の協力を

要請する。



４ 県現地災害対策本部員会議

県本部長（知事）は、必要に応じ、県副本部長（県現地本部長）及び関係本部員による県

現地災害対策本部員会議をオフサイトセンター内にて開催し、原子力災害対策に関する方針

の協議及び事務連絡を行う。

県現地災害対策本部員会議の組織は、次のとおりとする。

県 本 部 長 県 副 本 部 長 本 部 員 班 長 等
(県現地本部長)

（知 事） (副 知 事) 危機管理監 危機対策課長
原子力安全対策室長

総 務 部 長 総務課長
中能登総合事務所長

健康福祉部長 医療対策課長
能登中部保健福祉ｾﾝﾀｰ所長
保健環境センター所長

農林水産部長 農業政策課長
中能登農林総合事務所長

土 木 部 長 中能登土木総合事務所長

警察本部長 警察本部長が指名した者

その他、県本部長が指名する者

５ 現地事故対策連絡会議への職員の派遣

県本部長（知事）、関係市町長、防災関係機関の長及び原子力防災管理者（発電所長）

は、現地事故対策連絡会議に職員を派遣し、発電所に関する情報の共有、災害応急対策の調

整等を行う。

なお、県本部長（知事）は、次の職員を派遣する。

ア 危機管理監室次長

イ 危機対策課課長補佐

ウ 中能登総合事務所総務企画部次長

エ 保健環境センター環境科学部長

オ その他県本部長（知事）が指名する者



６ 合同対策協議会設置後の体制

(1) 合同対策協議会への参画

県本部長(知事）又は県現地本部長は、合同対策協議会の緊急事態対応方針決定会議及

び全体会議に出席し、緊急事態応急対策のうちの最重要事項の調整及び情報の共有を行

う。

出 席 者 会 議 の 主 な 役 割

緊急 県本部長（知事） 次の緊急事態応急対策について調整を行う。

事態 又は県現地本部長 ア 屋内退避、避難（範囲）の決定及び解除

対応 イ ヨウ素剤投摂取の決定

方針 ウ 飲食物摂取制限の決定及び解除

決定 エ 事故対策のための取るべき措置

会議 オ 原子力緊急事態解除宣言を出すべきとの具申

カ その他、国の原子力災害現地対策本部長が必

要と認めた事項

全体 県本部長（知事） 次の事項について、情報の共有を行う。

会議 又は県現地本部長 ア 緊急事態対応方針決定会議の調整事項の連絡

イ 緊急時対応方針の確認

(補助員) ウ 緊急事態応急対策の実施状況に関する情報の

危機管理監 共有

総務部長 エ モニタリング状況及び予測の報告

健康福祉部長 オ プラント状況及び予測の報告

警察本部長 カ プレス広報及び住民広報の内容の確認(主要

保健環境ｾﾝﾀｰ所長 なもののみ)

危機対策課長 キ 県、関係市町及び関係機関からの要望のとり

まとめ

ク その他、国の原子力災害現地対策本部長が必

要と認めた事項



(2) 合同対策協議会への職員の派遣

県本部長（知事）は、合同対策協議会に職員を派遣し、施設の状況、モニタリング情

報、医療関係情報及び住民避難・屋内退避の状況の把握等の活動に従事させる。

合同対策協議会派遣要員

総 括 班 副責任者 危機管理監室次長 班 員 危機対策課職員 (１人)

保健環境センター職員 (１人)

放 射 線 班 副責任者 保健環境センター 班 員 保健環境センター職員 (１人)

環境科学部長

医 療 班 責 任 者 能登中部保健福祉 班 員 医療対策課職員 (１人)

センター所長 能登中部保健福祉センター職員

(１人)

住民安全班 責 任 者 (兼)中能登総合事務 班 員 中能登総合事務所職員 (２人)

所長

運営支援班 副責任者 中能登総合事務所 班 員 中能登総合事務所職員 (２人)

総務企画部次長

広 報 班 副責任者 危機対策課課長補佐 班 員 危機対策課職員 (１人)

(注) 県本部長（知事）は、国の原子力災害現地対策本部長の要請に基づき、災害の規
模、推移等に応じて派遣人員を増員する。

７ 防災関係機関等に対する協力要請

県本部長（知事）は、必要に応じて、防災関係機関の長及び石川県防災会議を構成する機

関の長に対して災害応急対策に必要な協力を要請する。

８ 関係市町への協力体制

県本部長（知事）は、関係市町長が原災法第22条の規定により、又は自らの判断により災

害対策本部を設置した場合には、正確な情報を提供し、当該関係市町の実施する災害応急対

策が的確かつ円滑に行われるよう協力する。

９ オフサイトセンターの立ち上げ

県現地本部の業務に従事する職員は、県本部長（知事）の指示があった場合又は特定事象

若しくは原子力緊急事態の発生を通報等により知った場合は、直ちにオフサイトセンターに

参集し、中能登総合事務所長の指揮のもと、県現地本部を立ち上げるとともに、原子力防災

専門官のもと、合同対策協議会等の立ち上げに協力する。



10 県現地本部の職員の報告

県の各部局長は、県現地本部の各班長と協議の上、県現地本部の業務に従事する職員及び

合同対策協議会等へ派遣する職員の名簿を作成し、毎年度４月末までに危機管理監に報告す

る。

11 災害対策本部体制等の解除基準

警戒体制、第一次本部体制及び第二次本部体制の解除基準は、次のとおりとする。

体 制 解 除 基 準

警戒体制 発電所の事故が終息することにより、警戒体制をとる必要がなくな

ったと知事が認めたとき。

第一次 知事が、次の措置を取ったとき。

災害対策本部体制 (1) 発電所の事故が終息し、災害応急対策が完了したことにより、県

本部を廃止したとき。

(2) 第二次本部体制に移行したとき。

第二次 知事が、次の事由により県本部を廃止したとき。

災害対策本部体制 (1) 原災法第15条第４項の規定に基づく原子力緊急事態解除宣言がな

されたとき。

(2) 発電所の事故が終息し、災害応急対策が完了したとき。

第４節 消防防災ヘリコプターの活用 危機管理監室

原子力災害時においては、情報収集、負傷者の救急搬送、緊急物資の輸送、人員の搬送等の緊

急の応急対策について、消防防災ヘリコプターを有効的に活用する。

なお、その際、二次災害の防止に万全を期す。

消防防災ヘリコプターの運航に当たっては、「石川県消防防災ヘリコプター運航管理要綱（平

成14年４月１日）」及び「石川県消防防災ヘリコプター緊急運航要領（平成14年４月１日）」の定

めるところによる。



第５節 住民等に対する広報及び指示 国､危機管理監室､県民文化局､関係各部局、

伝達 関係市町、防災関係機関、北陸電力

１ 広報体制

(1) 県本部長（知事）及び関係市町長は、放射性物質及び放射線による影響が五感に感じら

れないなどの原子力災害の特殊性を勘案し、緊急時における住民等の混乱と動揺を避ける

とともに、住民等が放射性物質又は放射線により被ばくすることを避けるため、住民等に

対する正確かつきめ細かな情報提供及び広報を迅速かつ的確に行う。

(2) 県本部長（知事）及び関係市町長が情報提供や広報を行う場合には、民心の安定及び災

害時要援護者に配慮して行う。

(3) 県本部長（知事）及び関係市町長は、広報を行うに当たっては、合同対策協議会等の場

を通じて、情報の公表、広報の内容、発表時期及び方法等について、関係機関と相互に密

接な連絡を取る。

(4) オフサイトセンターにおける報道機関への発表は、次のとおりである。

ア 緊急時のオフサイトセンターにおける報道機関への発表は、経済産業省（原子力安全

・保安院）の広報責任者（原子力保安検査官事務所長又は原子力安全・保安院原子力防

災課原子力防災環境管理官）が必要に応じ（原子力緊急事態宣言発出後は定期的に）、

記者会見をして行うこととなっている。

イ 県本部長（知事）又は県現地本部長、関係市町長及び北陸電力は、当該広報責任者が

発表する場合には同席する。

(5) 県本部長（知事）は、オフサイトセンターにおいて、報道機関への発表が行われた場合

は、速やかに県本部においても発表する。

(6) 関係市町長は、国、県等と連携して、住民等からの問い合わせに対応するための窓口を

設置する。県本部長（知事）は、関係市町長から要請があった場合は、必要に応じて関係

職員を当該窓口に派遣する。



(7) 住民等に対する広報及び指示伝達は、次に示す系統により行う。

オフサイトセンター

合同対策協議会等
（国の原子力災害現地対策本部）

（県現地災害対策本部）

広報指示等 広報指示等

報 関 係 市 町
県災害対策本部

道 (関係市町災害対策本部)
緊急警戒放送要請

発
広報要請 表

防
災
行

漁 金 警 報 消 政
業 沢 無
協 海 察 道 防 線 問
同 上 ・ い
組 保 本 機 本 広 合
合 安 報 わ

部 部 関 部 車 せ
に

漁 に 海 緊急報道 路 よ
業 よ 上 上 る
無 る 広 路上広報 広 広
線 広 報 警 察 署 報 報

報

船 舶 住 民 等

２ 県の広報及び指示伝達

(1) 県本部長（知事）は、原子力防災専門官又は合同対策協議会等の指導・助言又は指示に

基づき、直ちにテレビ、ラジオ等の報道機関に対して緊急警報放送の実施を要請し、住民

等に対する情報の提供を行うとともに、電話使用の自粛など災害対策の円滑な実施に対す

る協力を求める。

また、関係市町長に対しては、原子力防災専門官又は合同対策協議会等と連携して、住

民等がとるべき行動についての指示や広報の実施に必要な情報を適時伝達する。

(2) 県本部長（知事）は、原子力防災専門官又は合同対策協議会等の指導・助言又は指示に

基づき、金沢海上保安部長に対して、周辺海域の船舶に対する情報の提供及び必要な指示

の伝達を要請する。

また、県本部長（知事）は、漁業協同組合長にも緊急通信の実施を要請し、周辺海域の

漁船に対して情報の提供を行う。

広
報
車
等



(3) 県本部長（知事）は、次の事項について最新の情報を単純かつ理解しやすい表現により

繰り返し広報する。

ア 事故が発生した施設名、事故の発生日時及び事故の概要

イ 災害の状況及び今後の予測

ウ 発電所における対策状況

エ 国、県、関係市町及び防災関係機関の対策状況

オ 各区域別又は地区（集落）別の住民等のとるべき行動についての指示

カ その他必要と認める事項

３ 関係市町の広報及び指示伝達

関係市町長は、原子力防災専門官又は合同対策協議会等の指導・助言又は指示に基づき、

防災行政無線、広報車等により迅速かつ的確に情報の提供又は指示内容の伝達を行う。特

に、災害時要援護者及び一時滞在者に配慮した周知を行う。



第６節 緊急時モニタリング 文部科学省、危機管理監室、関係各部局、

関係市町、防災関係機関、北陸電力

緊急時モニタリングは、緊急時において周辺環境の放射性物質及び放射線に関する情報を迅速

に得て、次の事項を目的として実施する。

(1) 住民等の予測線量を算定し、必要な防護対策を決定すること。

(2) 住民等及び環境への放射線の影響を評価し、算定すること。

１ 緊急時モニタリング体制

(1) 緊急時モニタリング班の設置

県本部長（知事）は、県本部を設置した場合は、県現地本部に緊急時モニタリング班を

設置する。

なお、警戒体制においては、事故の状況等から判断して、平常時モニタリングの強化及

び緊急時モニタリングの準備を行う。

(2) 合同対策協議会への職員の派遣

県本部長（知事）は、合同対策協議会放射線班に職員を派遣し、連携をとる。

(3) 緊急時モニタリング班の組織及び業務

ア 緊急時モニタリング班の組織

緊急時モニタリング班は、班長、副班長及びその他の職員で構成し、その組織は、次

のとおりとする。

緊急時モニタリング班の組織図

緊急時モニタリング班長

副 班 長

企 画 評 価 チ ー ム

情 報 収 集 チ ー ム

監 視 測 定 グ ル ー プ

測 定 チ ー ム 分 析 測 定 グ ル ー プ

サ ー ベ イ グ ル ー プ

試料採取測定グループ

試 料 採 取 チ ー ム ＴＬＤ取付回収グループ

試 料 輸 送 グ ル ー プ



イ 緊急時モニタリング班の業務

緊急時モニタリング班の職名、担当職及び業務は、次のとおりとする。

職 名 担 当 職 業 務

班 長 保健環境センター所長 緊急時モニタリング班を指揮し、緊急時モニタ

リング業務を総括する。

副 班 長 保健環境センター次長 班長を補佐するとともに、班長に事故があると

きはその職務を代理する。

また、企画評価チームのとりまとめを行う。

緊急時モニタリング班のチーム名、業務内容及び報告先等は、次のとおりとする。また、各

チームの班員の編成は、あらかじめ班長が定めておく。

チ ー ム 名 業 務 内 容 報 告 先 等

企画評価チ－ム １ 合同対策協議会放射線班との連絡・調整に関する 解析評価結果を

こと。 班長へ報告する｡

２ 緊急時モニタリング実施計画の策定

３ モニタリング要員及び資機材の配置

４ 放出源情報の確認

５ 気象情報の解析及び予測

６ モニタリングデータの解析評価

７ 空間放射線量率の予測地図の作成

８ 大気中の放射性物質の放射能濃度の予測地図の作

成

９ 住民等の予測線量の推定

10 住民等が実際に被ばくした線量の解析評価

11 ＳＰＥＥＤＩネットワークシステムの運用

情報収集チ－ム １ 放出源情報の収集、整理 収集結果を企画

２ 気象情報の収集、整理 評価チームへ報

３ 測定結果等の収集、整理 告する。

４ 各チームとの連絡

監 視 測 定 環境放射線観測局による監視測定

グ ル ー プ

分 析 測 定 １ 大気中及び環境試料中の放射性物質の放射能濃度

グ ル ー プ の測定

２ ＴＬＤによる積算線量の測定

サ ー ベ イ サーベイメータ、モニタリングカー等による空間放

グ ル ー プ 射線量率等の測定

試料採取測定 １ 環境試料の採取及び測定

グ ル ー プ ２ 大気中の放射性ヨウ素及び大気中の放射性物質の

捕集並びに測定

ＴＬＤ取付 １ ＴＬＤの取付け及び回収

回収グループ ２ 臨時ＴＬＤポストの設置

試 料 輸 送 測定試料の輸送 分析測定グルー

グ ル ー プ プへ輸送する。

測

定

チ

ー

ム

試
料
採
取
チ
ー
ム

測定結果を企画

評価チームへ報

告する。

採取試料に採取

記録を添付して

試料輸送グルー

プへ搬入する。



ウ 緊急時モニタリング実施のための通信連絡

緊急時モニタリング実施のための通信連絡は、次の通信連絡系統により行う。

文部科学省 経済産業省 関係省庁事故対策連絡会議
(原子力安全・保安院)

オフサイトセンター
北陸電力㈱
志賀原子力発電所

合同対策協議会

(現地事故対策連絡会議)
金沢地方気象台

指示 報告

県現地本部
県 本 部

[緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ班]

班 長

企画評価
チ ー ム 保健環境

センター

分析測定
サーベイ 情報収集 グループ
グループ チ ー ム

試料採取
測 定 監視測定 環境放射線
グループ グループ 観測局

TLD取付回収
グ ル ー プ

試料輸送
グループ



(4) 関係機関等への協力要請

ア 情報提供の要請

県本部長（知事）は、原子力防災管理者（発電所長）から特定事象発生の通報を受け

た場合には、直ちに原子力防災管理者（発電所長）及び金沢地方気象台長に対して、緊

急時モニタリングの実施に必要な気象情報等の情報の提供を要請する。

イ 緊急時モニタリング活動に対する支援要請

県本部長（知事）は、必要に応じて、関係市町長、陸上自衛隊中部方面総監及び第14

普通科連隊長、海上自衛隊舞鶴地方総監、航空自衛隊航空総隊司令部（第６航空団司

令）、金沢海上保安部長その他の防災関係機関の長に対して、緊急時モニタリングの実

施について支援又は協力を要請する。

ウ モニタリング要員の派遣及び機材の提供の要請

県本部長（知事）は、緊急時モニタリング体制を強化する必要があると認めた場合

は、文部科学省、放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構等に対してモニタリ

ング要員の派遣及び機材の提供を要請する。



２ 緊急時モニタリングの実施

各段階の緊急時モニタリングにおける体制、実施内容等は、次のとおりとする。

区
第 １ 段 階 モ ニ タ リ ン グ 第２段階モニタリング

分

目
・防災対策が効果的に行われるための判断資料を得る。 ・住民等の被ばく線量の評価

的
・

・周辺環境における住民等の予測線量を迅速に算定する｡ ・環境の放射能汚染の時間的

体
経過を把握

制
・屋内退避、コンクリート屋内退避、避難、飲食物摂取

等
制限その他の適切な防災対策が効果的に行われるため
の判断資料を得る。

放 出 源 情 報 の 確 認

気 象 情 報 の 収 集 と 解 析
実

環境放射線観測局からのデータの収集及び解析

緊 急 時 モ ニ タ リ ン グ 実 施 計 画 の 策 定

緊 急 時 モ ニ タ リ ン グ 実 施 計 画 に 基 づ く 測 定 及 び 分 析
施

Ｓ Ｐ Ｅ Ｅ Ｄ Ｉ ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム の 運 用

空 間 放 射 線 量 率 の 予 測 地 図 の 作 成

大 気 中 放 射 性 ヨ ウ 素 濃 度 の 予 測 地 図 の 作 成
内

予 測 線 量 の 評 価

住民等の甲状腺の予測線量の
評価

容 住民等の外部被ばくによる予
測線量の評価

放射性物質の経時変化の追跡

空 間 放 射 線 量 率 （ 中 性 子 線 含 む ｡ ）
測

大 気 中 放 射 性 ヨ ウ 素 濃 度
定
・ 気 象 要 素
分

積 算 線 量
析

環 境 試 料 中 の 放 射 性 ヨ ウ 素 濃 度
項

大 気 中 の 放 射 性 物 質 濃 度
目

環 境 試 料 中 の 放 射 性 物 質 濃 度

１ 最大空間放射線量率及び大気中放射性ヨウ素最大濃 第１段階モニタリングの結
度の出現予測地点 果を参考として、必要と認め

られる地域又は地点
２ 上記地点を中心とする約60度のセクター内の地点
（必要となる場合約120度のセクター内の地点）

３ 風下方向の人口密集地帯集落、避難施設等
（地点数は、集落の大きさにより適宜決める。）

測
定
・
試
料
採
取
地
点



３ モニタリング結果の連絡

県本部長（知事）は、特定事象発生の通報を受けた場合は、平常時モニタリング等の結果

をとりまとめ、経済産業省（原子力安全・保安院）、文部科学省、関係省庁事故対策連絡会

議、現地事故対策連絡会議及び関係市町長に定期的に連絡する。

原子力緊急事態宣言発出後においては、緊急時モニタリングの結果を合同対策協議会放射

線班に連絡する。

４ 北陸電力のモニタリング結果の連絡

(1) 原子力防災管理者（発電所長）は、特定事象発生の通報を行った後において、敷地境界

における放射線量の測定等を継続的に実施し、発電所からの放射性物質等の放出状況及び

放出見通し等の情報を、県本部長（知事）をはじめ経済産業省（原子力安全・保安院）及

び文部科学省に定期的に連絡する。

原子力緊急事態宣言発出後においては、県本部長（知事）及び合同対策協議会放射線班

に連絡する。

(2) 県本部長（知事）は、原子力防災管理者（発電所長）から連絡を受けた場合は、その内

容を関係市町長に連絡する。

５ 緊急時モニタリング実施内容等

緊急時モニタリングの実施内容、方法等については、この計画に定めるものを除き、別に

定める「石川県緊急時環境放射線モニタリング実施要領（平成４年２月３日策定）」によ

る。



第７節 防護対策 国、危機管理監室、関係各部局、

関係市町、防災関係機関

１ 防護対策の決定

(1) 内閣総理大臣等の屋内退避、コンクリート屋内退避又は避難の勧告・指示等の指示

内閣総理大臣又は国の原子力災害対策本部長は、原子力緊急事態宣言を発出した場合

は、県本部長（知事）及び緊急事態応急対策実施区域を管轄する関係市町長に対し、住民

等の避難のための立ち退き又は屋内への退避の勧告若しくは指示を行うべきことその他の

緊急事態応急対策に関する事項を指示することとなっている。

(2) 関係市町長の屋内退避、コンクリート屋内退避又は避難の勧告・指示

ア 関係市町長は、内閣総理大臣又は国の原子力災害対策本部長の指示があった場合は、

直ちに住民等に対して屋内退避等の勧告又は指示を行う。

イ 関係市町長は、特定事象等の推移に応じ、住民等の屋内退避等の必要があると認める

場合は、原子力防災専門官、国派遣の専門家又は国の原子力災害現地対策本部長の指導

・助言を得て、県本部長（知事）と協議の上、直ちに住民等に対して屋内退避等の勧告

又は指示を行うとともに、原子力防災専門官又は国の原子力災害現地対策本部長、消防

長及び警察署長に連絡する。

屋内退避、コンクリート屋内退避及び避難に関する指標（防災指針）

予測線量（単位:ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ)

外部被ばくによ 放射性ヨウ素に 防 護 対 策 の 内 容
る実効線量 よる甲状腺の等

価線量

10 ～ 50 100 ～ 500 住民は、自宅等の屋内へ退避すること。その際、

窓等を閉め気密性に配慮すること。

ただし、発電所から直接放出される中性子線又は

ガンマ線の放出に対しては、関係市町長の指示があ

れば、コンクリート建家の屋内に退避するか、又は

避難すること。

50 以上 500以上 住民は、関係市町長の指示に従いコンクリート建

家の屋内に退避するか、又は避難すること。

(注) １ 予測線量は、国の原子力災害対策本部等で評価し、これに基づく周辺住民の防

護対策措置についての指示が行われることとなっている。

２ 予測線量は、放射性物質又は放射線の放出期間中、屋外に居続け、なんらの措

置も講じなければ受けると予測される線量である。

３ 外部被ばくによる実効線量と放射性ヨウ素による甲状腺の等価線量に対する防

護対策が同一のレベルにないときは、いずれか高いレベルに応じた防護対策をと

るものとする。



ウ 警戒区域の設定

関係市町長は、緊急事態応急対策実施区域について人命又は身体に対する危険を防止

するため、特に必要があると認める場合は、原子力防災専門官、国派遣の専門家又は国

の原子力災害現地対策本部長の指導・助言を得て、県本部長（知事）と協議の上、災害

対策基本法第63条（市町村長の警戒区域設定権等）第１項の規定により警戒区域を設定

する。

また、警戒区域を設定した場合は、直ちに住民等に周知を図るとともに、速やかに原

子力防災専門官又は国の原子力災害現地対策本部長、消防長及び警察署長に連絡する。

(3) 防災関係機関への通知

県本部長（知事）は、内閣総理大臣又は国の原子力災害対策本部長から(1)の防護対策

の指示があったとき、又は関係市町長が(2)の防護対策の措置を取ったときは、速やかに

公共輸送機関の長、陸上自衛隊中部方面総監及び第14普通科連隊長、金沢海上保安部長そ

の他の防災関係機関の長に通知し、協力を要請する。

２ 屋内退避

(1) 県のとるべき措置

県本部長（知事）は、関係市町長が屋内退避の勧告又は指示をすることとした場合は、

本章第５節「住民等に対する広報及び指示伝達」の定めるところにより、住民等に次の情

報を提供し、周知を図る。

ア 事故が生じた施設名、事故の発生日時及び事故の概要

イ 災害の状況と今後の予測

ウ 発電所における対策状況

エ 国、県、関係市町及び防災関係機関の対策状況

オ 区域別又は地区（集落）別の住民等のとるべき行動についての指示

カ その他必要な事項

(2) 関係市町のとるべき措置

関係市町長は、 屋内退避の勧告又は指示をする場合は、防災行政無線、広報車等のあ

らゆる広報手段により、住民等に対して(1)アからカの事項を迅速かつ的確に広報し、周

知を図る。

３ コンクリート屋内退避又は避難

(1) 県のとるべき措置

県本部長（知事）は、関係市町長がコンクリート屋内退避又は避難（以下「避難等」と

いう。）の勧告又は指示をすることとした場合は、本章第５節「住民等に対する広報及び

指示伝達」の定めるところにより、住民等に２の(1)アからカの情報を提供し、周知を図

る。

(2) 関係市町のとるべき措置

ア 住民等への指示伝達

関係市町長は、避難等の勧告又は指示をする場合は、発電所との方位、距離その他の

条件を考慮の上、コンクリート屋内退避所（以下「退避所」という。）、避難所、避難等



の経路、集合場所その他必要な事項を決定し、住民等に対して、これらの事項及び２の

(1)アからカの事項を指示し、避難等の措置を講ずる。

また、避難等に際しては、特に乳幼児及び妊婦を優先する。

イ 退避所又は避難所への職員の派遣

関係市町長は、住民等に対して退避所又は避難所を指定したときは、職員を派遣して

退避者又は避難者の保護に当たらせる。

ウ 退避者又は避難者の輸送

関係市町長は、避難等の指示をする場合は、退避所及び集合場所への集合については

誘導に従うこと及び原則として徒歩とし、自家用自動車等は使用しないことを併せて指

示する。

また、集合場所から避難所への住民等の輸送については、関係市町長が手配した車両

等では足りない場合は、県及び県の要請に基づく防災関係機関の車両等の応援を受けて

実施する。

なお、この場合において、車両が不足したときには、避難を必要とする地区内の乗用

自動車の所有者の協力を要請する。

エ 災害時要援護者等の避難誘導等

関係市町長は、避難等の誘導、退避所又は避難所での生活に関しては、災害時要援護

者及び一時滞在者に十分配慮し、退避所等での健康状態の把握等に努める。

また、災害時要援護者への情報の提供及び生活環境の確保についても十分配慮する。

オ 避難等の状況把握

関係市町長は、避難等の措置を講じた場合には、あらかじめ定める退避誘導責任者若

しくは避難誘導責任者又は退避所責任者若しくは避難所責任者から報告を受け、実施状

況を取りまとめる。

カ 避難所等における情報の提供

関係市町長は、避難所等において、住民等に次の情報を提供するよう努める。

(ｱ) 災害の状況と今後の予測

(ｲ) 発電所における対策状況

(ｳ) 国、県、関係市町及び防災関係機関の対策状況

(ｴ) その他必要な事項

(3) そ の 他

県本部長（知事）及び関係市町長は、避難等に際して、住民等の被ばく低減のため、避

難等を行う住民等に対してマスク及び外衣の着用、屋内の気密性の保持その他の必要な注

意を促す。

また、避難等の誘導に当たる者は、この旨を必要に応じて住民等に伝達する。

４ 周辺市町への避難

(1) 県の指示

県本部長（知事）は、関係市町の区域を越えて住民等の避難を行う必要が生じた場合

は、風向、予測被ばく地域等を考慮した上で、住民等の広域避難先とすべき市町を決定

し、当該市町長に対して避難住民等の受け入れ及び避難所の設置を指示する。



(2) 指示を受けた周辺市町の措置

県本部長（知事）から指示を受けた市町長は、当該市町の市町地域防災計画に定める避

難所指定施設を提供し、必要な協力活動を実施する。

５ 避難等の誘導

関係市町長は、消防職（団）員、警察官、海上保安官、自衛隊員等の協力を得て、区域又

は地区（集落）ごとに避難等の誘導を実施する。

６ 立入制限の措置

(1) 関係市町のとるべき措置

関係市町長は、防災業務関係者以外の者に対して、避難等の勧告又は指示を行った区域

及び警戒区域への立入を制限し、又は禁止する。

(2) 警察本部及び金沢海上保安部のとるべき措置

県本部長（知事）及び関係市町長は、警察本部長又は警察署長及び金沢海上保安部長に

対して、避難等の勧告又は指示を行った区域及び警戒区域について、避難等の勧告若しく

は指示又は立入の制限又は禁止の実効をあげるために交通規制及び航行規制の実施等に必

要な措置をとるよう要請する。

７ 治安の確保

県本部長（知事）は、緊急事態応急対策実施区域及びその周辺（海上を含む。）における

治安の確保について、警察本部長及び金沢海上保安部長と協議し、万全を期する。

特に、避難等の勧告又は指示を行った地域については、盗難等の各種犯罪の未然防止に努

める。

８ 防災業務関係者の防護措置

(1) 防災業務関係者の安全確保

県現地本部長及び関係市町長は、防災業務関係者が被ばくする可能性のある環境下で活

動する場合には、国から派遣された専門家及び現場指揮者との連携を密にし、適切な被ば

く管理を行うとともに、災害特有の異常心理下での活動において冷静な判断と行動がとれ

るように配意する。

(2) 防災業務関係者の被ばく管理

ア 防災業務関係者の被ばく管理は、原則として、国、県及び関係市町並びに防災関係機

関がそれぞれ責任をもって行う。

イ 県及び関係市町の防災業務関係者の被ばく管理は、県現地本部緊急時医療班が緊急時

モニタリング班及び関係市町の協力を得て行う。

ウ 防災業務関係者の被ばく管理については、防災指針で定める次の指標に基づき行う。

(ｱ) 災害応急対策活動及び災害復旧活動を実施する防災業務関係者の被ばく線量は、実

効線量で50ミリシーベルトを上限とする。

(ｲ) 防災業務関係者のうち、事故現場において緊急作業を実施する者（例えば、発電所

の放射線業務従事者以外の職員、国から派遣させる専門家、警察関係者、消防関係



者、自衛隊員、緊急医療関係者等）が、災害の拡大の防止及び人命救助等緊急かつや

むを得ない作業を実施する場合の被ばく線量は、実効線量で100ミリシーベルトを上

限とする。

また、作業内容に応じて、必要があれば、眼の水晶体については等価線量で300ミ

リシーベルト、皮膚については等価線量で１シーベルトを上限とする。

９ 協力体制

災害対策活動を迅速かつ円滑に実施できるよう、関係機関との援助協力体制を確保する。

災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定

協 定 者 協定締結日 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ

石 川 県 (社)石川県警備業協会 Ｈ９.９.１ 076-281-6670 076-281-6671



第８節 飲食物の摂取制限に関する措置 国、危機管理監室、健康福祉部、

関係各部局、関係市町、防災関係機関

県本部長（知事）及び関係市町長は、防災指針で定める飲食物摂取制限に関する指標を踏まえ

た国の原子力災害現地対策本部長の指示に基づき、放射性物質による汚染状況の調査、飲食物の

摂取制限、汚染食料品の出荷規制等の措置を講じる。

１ 飲食物摂取制限に関する指標（防災指針）

放 射 性 ヨ ウ 素
対 象

（混合核種の代表核種：ヨウ素１３１）

飲 料 水
３００ベクレル／キログラム 以上

牛乳・乳製品

野 菜 類
２０００ベクレル／キログラム 以上

（根菜、芋類を除く。）

対 象 放 射 性 セ シ ウ ム

飲 料 水
２００ベクレル／キログラム 以上

牛 乳 ・ 乳 製 品

野 菜 類

穀 類 ５００ベクレル／キログラム 以上

肉・卵・魚・その他

２ 飲食物の摂取制限

(1) 県のとるべき措置

県本部長（知事）は、関係市町長が飲食物の摂取制限等の措置を講じた場合は、本章第

５節「住民に対する広報及び指示伝達」に基づき、住民等に周知徹底を図る。

また、関係市町長から飲食物の供給、調達について要請があったときは、必要に応じて

隣接市町村、広域応援協定締結県、自衛隊又は国に対して協力を要請するなどにより、物

資を供給する。

(2) 関係市町のとるべき措置

関係市町長は、国の原子力災害対策本部長の指示があった場合には、住民等に対し、汚

染飲食物の摂取を制限し、又は禁止する。また、緊急事態応急対策実施区域及び当該区域

に水源を有する水道供給区域の住民等に対して、汚染水源の使用及び汚染飲料水の飲用を

禁止し、誤飲することのないよう直ちに水道の止栓等給水制限を実施する。

３ 農林水産物の摂取等の禁止及び出荷規制

関係市町長は、国の原子力災害対策本部長の指示があった場合は、放射性物質による汚染

の及ぶ地域の農林水産物の生産者、集荷機関及び市場の責任者に対して、汚染農林水産物の

収穫及び採取の禁止並びに出荷規制等を行う。



第９節 緊急輸送車両等の確保及び必需 農林水産部、危機管理監室、企画開発部、

物資の調達 関係各部局、関係市町、防災関係機関

１ 緊急輸送の順位

県本部長（知事）は、関係市町及び防災関係機関が行う緊急輸送の円滑な実施を確保する

ため、必要があるときは、次の順位を原則として調整する。

第１順位 人命救助、救急活動に必要な輸送、合同対策協議会等のメンバーの輸送

第２順位 避難者の輸送、災害状況の把握・進展予測のための専門家・資機材の輸送

第３順位 災害応急対策を実施する要員、資機材の輸送

第４順位 住民の生活を確保するために必要な物資の輸送

第５順位 その他災害応急対策のために必要な輸送

２ 緊急輸送の範囲

緊急輸送の範囲は、概ね次のものとする。

(1) 救助・救急活動、医療・救護活動に必要な人員及び資機材

(2) 負傷者、避難者等

(3) 国の原子力災害現地対策本部長、県本部長、県現地本部長、関係市町の災害対策本部長

又は災害対策副本部長及び災害応急対策要員（国の原子力災害現地対策本部要員、県本部

要員、県現地本部要員、合同対策協議会構成員及び要員、国の専門家、緊急時モニタリン

グ要員、緊急時医療要員等）並びに必要とされる資機材

(4) コンクリート屋内退避所、避難所を維持・管理するために必要な人員、資機材

(5) 食料、飲料水等生命維持に必要な物資

(6) その他緊急に輸送を必要とするもの

３ 緊急輸送車両等の確保

県本部長（知事）は、災害応急対策活動が円滑かつ有効に行われるよう、必要な車両等を

確保するとともに、自衛隊、公共輸送機関等に対して応援を要請する。

４ 生活必需物資の調達

(1) 飲食物の供給

県本部長（知事）は、関係市町長が飲食物の摂取制限等の措置を講じたときは、県地域

防災計画「一般災害対策編」第３章第21節「給水活動」及び同第22節「食料の供給」に定

める計画に基づき、関係市町長及び防災関係機関の長と協力して応急の措置を講ずる。

(2) 生活必需物資の供給

県本部長（知事）は、避難等の措置を講じた関係市町長から住民等が必要とする生活必

需物資の確保の要請があったときは、関係機関と調整をとり、必需物資を調達し、関係市

町長とともに供給を行う。

５ 協力体制

災害応急対策用貨物自動車の確保等に関する協定書

協 定 者 協定締結日 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ

石 川 県 (社)石川県トラック協会 Ｈ８.３.28 076-239-2511 076-239-2287



第10節 消火活動 原子力安全・保安院､危機管理監室､関係市町､消防機関､北陸電力

１ 北陸電力のとるべき措置

原子力防災管理者（発電所長）は、発電所において火災が発生した場合において、速やか

に火災の発生状況を把握し、安全を確保しつつ、迅速に消火活動を実施するとともに、直ち

に消防機関に通報し、県本部長（知事）をはじめ経済産業大臣（原子力安全・保安院）、関

係市町長及び原子力防災専門官に連絡するとともに、自発的に初期消火活動を行い、消防機

関と連携強化して迅速に消火活動を行う。

２ 消防機関のとるべき措置

(1) 消火活動

消防機関は、原子力防災管理者（発電所長）からの情報、原子力施設や放射線に関する

専門家等の意見をもとに消火活動方法の決定及び活動中の安全確保を行い、原子力防災管

理者（発電所長）等と協力して迅速に消火活動を実施する。

(2) 消防水利の確保

消防長は、原子力災害の特殊性を考慮し、本章第８節２「飲食物の摂取制限」の給水制

限が実施された場合に備えて、県地域防災計画「一般災害対策編」第２章「災害予防計

画」第12節６(2)「消防水利の強化」に基づき、消防水利の確保に万全を期す。

３ 合同対策協議会のとるべき措置

合同対策協議会においては、必要に応じ、又は消防長からの要請に基づき、他の機関への

応援依頼等総合調整を行う。



第11節 緊急時医療措置 厚生労働省、文部科学省、健康福祉部、

日赤、石川県医師会、防災関係機関

１ 緊急時医療体制

(1) 緊急時医療班の設置

県本部長（知事）は、原子力災害時において、放射線被ばくした者（被ばくしたおそれ

のある者を含む。）に対する検査、除染、治療等及び一般傷病者に対する治療等の緊急時

医療措置を実施するため、県現地本部に緊急時医療班を設置する。

(2) 関係機関等への協力要請

ア 県本部長（知事）は、緊急時医療班の設置に当たり、国の原子力災害対策本部長に対

して、国の緊急被ばく医療派遣チームの派遣を要請するとともに、日本赤十字社石川県

支部（以下「日赤」という。）、石川県医師会（地域医師会を含む。以下同じ。）及び国

公立医療機関等の地域医療機関に対して、医療要員の派遣及び資機材の提供を要請す

る。

機 関 名 住 所 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ

日本赤十字社石川県支部 金沢市鞍月東２丁目48 076-239-3880 076-239-3881

(社) 石 川 県 医 師 会 金沢市鞍月東２丁目48 076-239-3800 076-239-3810

イ 国の緊急被ばく医療派遣チームは、発電所の事故等により被ばく者、汚染者が発生し

た場合、又は原子力緊急事態に該当し、住民等の避難等を実施する可能性が高い場合に

は直ちに派遣されることとなっている。また、合同対策協議会医療班の指示に基づい

て、被ばく者（被ばくしたおそれのある者を含む。）に対する診断及び処置について、

現地医療関係者等を指導するとともに、自らもこれに協力して医療活動を行うこととな

っている。

(3) 合同対策協議会等との連携

県本部長（知事）は、合同対策協議会医療班に職員を派遣し、連携をとる。

また、緊急時医療班長は、必要に応じ、合同対策協議会医療班に対して、緊急被ばく医

療についての指導、助言を求める。



(4) 緊急時医療班の組織及び業務

ア 緊急時医療班の組織

緊急時医療班は、班長、副班長その他必要な職員で構成し、組織は次のとおりとす

る。

緊急時医療班の組織図

合同対策協議会医療班
指導・助言

企 画 調 整 チ ー ム

緊急時医療班長
スクリーニングチーム

副 班 長 診 断 除 染 チ ー ム

初期被ばく医療チーム

二次被ばく医療チーム

救 護 チ ー ム

一 般 医 療 チ ー ム

被ばく管理チーム

イ 緊急時医療班の業務

緊急時医療班の職名、担当職及び業務は、次のとおりとする。

職 名 担 当 職 業 務

班 長 能登中部保健福祉センター 緊急時医療班を指揮し、緊急時医療措置業務

羽咋地域センター所長 を総括する。

副 班 長 医療対策課課長補佐 班長を補佐するとともに、班長に事故あると

きは、その職務を代理する。



ウ 緊急時医療班のチーム名、編成基準及び業務内容等は、次のとおりとする。また、各

チームの班員の編成は、あらかじめ班長が定めておく。

チーム名 編 成 基 準 業 務 内 容

企画調整 県、関係市町及び地域医療 １ 合同対策協議会医療班との連絡・調整

チ ー ム 機関の職員によって編成す ２ 緊急時医療措置実施のための情報収集

る。 ３ 緊急時医療措置実施計画の策定

４ 緊急時医療措置に関する情報の収集及

び連絡

スクリー 派遣される国公立医療機関 退避所及び避難所において、住民等に対

ニ ン グ 等の職員により編成する。 する診断、除染及び医療措置の実施

チ ー ム チーム数は、災害の態様に

よって決定する。

診断除染 県健康福祉部等の職員によ 汚染検査除染施設等において、放射線被

チ ー ム り編成する。 ばく者に対する診断、除染及び医療措置の

実施

初期被ば 初期被ばく医療機関の職員に 初期被ばく医療機関において、放射線被ば

く医療チ より編成する。 く者に対する医療措置の実施

ーム

二次被ば 二次被ばく医療機関の職員に 二次被ばく医療機関において、放射線被ば

く医療チ より編成する。 く者に対する医療措置の実施

ーム

救 護 派遣される日赤及び石川県 退避所及び避難所において、一般傷病者

チ ー ム 医師会等の職員によって編成 に対する医療措置の実施

する。

チーム数は、災害の態様に

よって決定する。

一般医療 石川県医師会等によって編 医療機関所在地において、一般傷病者に

チ ー ム 成する。 対する医療措置の実施

被ばく管 県健康福祉部等の職員によ 県及び関係市町の防災業務関係者名簿を

理チーム って編成する。 作成し、被ばく管理を実施

(注) １ 救急搬送は、消防機関の救急隊員等が当たる。

２ 企画調整チームには、リーダーを置き、医療活動状況を随時、緊急時医療班

長に報告する。

３ 企画調整チーム以外のチームは、原則として派遣医療機関ごとにグループを

編成し、そのグループにはリーダーを置く。リーダーは、それぞれグループの

医療活動を総括するとともに、企画調整チームにその活動状況を随時報告す

る。



２ 緊急時医療措置の実施

緊急時医療措置は、次に示す系統により行う。

(1) 放射線被ばく診断（スクリーニング）
スクリーニングチームは、緊急時医療班長が住民等のスクリーニングを必要と認めた場

合は、国の専門家等の助言と協力を得て、退避所及び避難所において診断等を行う。

(2) 汚染の検査及び除染等の実施

診断除染チームは、緊急時医療班長が(1)のスクリーニングの結果、被ばく住民等に対

する汚染の検査、除染等が必要と認めた場合は、被ばく住民等の放射能汚染の検査、除染

等を行う。

県現地本部

班 長

オフサイトセンター

放 射 線 医 学 総 合 研 究 所

広 島 大 学
（ 三次被ば く医療機関所在地 ）

二次被ばく医療チーム

二 次 被 ば く 医 療
（ 医 療 機 関 所 在 地 ）

※初期被ばく医療チーム

初 期 被 ば く 医 療
（ 医 療 機 関 所 在 地 ）

一 般 医 療 チ ー ム

一 般 医 療
（ 医 療 機 関 所 在 地 ）

※スクリーニングチーム 救 護 チ ー ム

診断 （ ス ク リー ニ ン グ ）
（ 退 避 所 ・ 避 難 所 ）

一 般 医 療
（ 医 療 機 関 所 在 地 ）

※ 診 断 除 染 チ ー ム

汚 染 の 検 査 除 染
（ 汚染検査除染施設）

住 民 等

企画調整チーム

被ば く 管理
チ ー ム

［緊急時医療班］

合 同 対 策 協 議 会 医 療 班
（ 現 地 事 故 対 策 連 絡 会 議 ）

報告

搬送

連絡

搬送

搬送
搬送

搬送

搬送

搬送

指示

指示 報告

※初期被ばく医療関係機関



(3) 放射線障害専門病院等への搬送

緊急時医療班長は、(2)の検査、除染等の実施の結果、専門的な医療が必要と認められ

る場合は、合同対策協議会住民安全班と連携して、被ばく者を傷病の程度に応じて、次の

医療機関に搬送する。

機 関 名 住 所 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ

公 立 能 登
医初 七尾市藤橋町ア部6-4 0767-52-6611 0767-52-9225

総 合 病 院
療期
機被 町立富来病院 羽咋郡志賀町富来地頭町７の110-1 0767-42-1122 0767-42-0197
関ば
く 公立羽咋病院 羽咋市的場町松崎24 0767-22-1220 0767-22-5598

医２ 県立中央病院 金沢市鞍月東２－１ 076-237-8211 076-238-5366
療次

国立病院機構
機被 金沢市下石引町１－１ 076-262-4161 076-222-2758

金沢医療センター
関ば

金 沢 大 学
く 金沢市宝町13－１ 076-265-2000 076-234-4320

附 属 病 院
独立行政法人

医３
放 射 線 医 学 千葉県千葉市稲毛区穴川4-9-1 043-251-2111 043-256-9616

療次
総 合 研 究 所

機被
広 島 大 学

関ば
緊急被ばく医療 広島県広島市南区霞１丁目2-3 082-257-5398 082-257-5403

く
推進センター

(4) 一般医療の実施

救護チームは退避所及び避難所において、一般医療チームはその医療機関所在地におい

て、それぞれ一般傷病者に対する医療措置を実施する。

(5) 合同対策協議会医療班への報告

緊急時医療班長は、避難所に開設された救護所から避難住民等の被ばく状況を把握し、

合同対策協議会医療班に報告する。

(6) 緊急時医療措置実施要領

緊急時医療措置の実施内容については、この計画に定めるほか、別に定める「石川県緊

急時医療措置実施要領（平成４年２月３日策定）」による。

３ 安定ヨウ素剤の服用

(1) 県のとる措置

県本部長（知事）は、国の原子力災害現地対策本部長から安定ヨウ素剤の服用の指示が

あった場合は、周辺住民等の放射線防護のため、関係市町長に対して、住民等への安定ヨ

ウ素剤の配布及び服用を指示する。

なお、国の原子力災害現地対策本部長に対して安定ヨウ素剤服用の指示を求める時間の

余裕がない場合は、医師の指導に基づき安定ヨウ素剤の服用を指示する。

(2) 関係市町のとる措置

関係市町長は、県本部長（知事）から指示があった場合は、直ちに住民等に安定ヨウ素

剤を配布し、服用を指示する。



第12節 応援協力活動 国、危機管理監室、健康福祉部、関係各部局、警察、

自衛隊、海上保安部、関係市町、防災関係機関

１ 県の要請

(1) 国等に対する災害応急対策の実施の要請

県本部長（知事）は、緊急時における災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにす

るため、次の事項を明らかにして国の原子力災害現地対策本部長に対して応援協力体制の

実施を要請する。

ア 応援を必要とする理由

イ 応援を必要とする人員、航空機、装備、資機材等

ウ 応援を必要とする場所

エ 県内経路

オ 応援を必要とする期間

カ その他応援に関して必要な事項

(2) 他の都道府県・市に対する広域応援要請

県本部長（知事）は、緊急時における災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにす

るため必要があると認めたときは、次の応援協定に基づき、他の都道府県・市に対して応

援を要請する。

ア 原子力災害時の相互応援に関する協定(平成13年１月31日締結）

石川県、北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、新潟県、静岡県、福井県、
京都府、島根県、愛媛県、佐賀県、鹿児島県（14道府県）

イ 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定（平成８年７月18日締結）

全都道府県

ウ 中部９県１市災害応援に関する協定（平成７年11月14日締結）

石川県、富山県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、
名古屋市

エ 北陸三県災害相互応援に関する協定（平成７年10月27日締結）

石川県、富山県、福井県

オ 石川県・岐阜県災害時の相互応援に関する協定（平成７年８月９日締結）

石川県、岐阜県

カ 石川県・新潟県災害時の相互応援に関する協定（平成８年１月９日締結）

石川県、新潟県



(3) 関係市町に対する応援

ア 県本部長（知事）は、関係市町長から災害応急対策を実施するために応援を求められ

た場合は、県の災害応急対策の実施との調整を図りながら、必要な支援、協力を行う。

イ 県本部長（知事）は、関係市町長の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保す

るため、必要があると認めるときは、関係市町相互の応援について必要な指示又は調整

を行う。

２ 関係市町の要請

(1) 県に対する応援要請等

関係市町長は、緊急時において、災害応急対策を実施するため必要があると認めるとき

は、県本部長（知事）に対して次の事項を示して応援を求め、又は災害応急対策の実施を

要請する。

ア 応援等を必要とする理由

イ 応援等を必要とする人員、物資、資機材等

ウ 応援等を必要とする場所

エ 応援等を必要とする期間

オ その他応援等に関して必要な事項

(2) 他の市町村等に対する応援要請

関係市町長は、緊急時において、当該市町の地域に係る災害応急対策を実施するため、

必要があると認めるときは、他の市町村長に対して応援を求める。

(3) 緊急消防援助隊等の要請

ア 関係市町長は、当該市町及び応援市町村の消防力では対処できないと判断した場合

は、速やかに緊急消防援助隊等の出動を知事に要請する。

イ 県本部長（知事）は、関係市町長から他都道府県の応援要請を求められた場合又は周

囲の状況から県内の消防力では対処できないと判断した場合は、速やかに緊急消防援助

隊等の出動を消防庁長官に要請し、その結果を直ちに応援要請を行った関係市町長に連

絡するものとする。

なお、要請は、次の事項を示して行う。

(ｱ) 救助・救急及び火災の状況並びに応援要請の理由、応援の必要期間

(ｲ) 応援要請を行う消防機関の種別と人員

(ｳ) 関係市町への進入経路及び集結（待機）場所

３ 警察の要請

(1) 広域緊急援助隊の運用

県警察本部は、緊急時において、警察庁及び中部管区警察局の指導、調整に基づき、広

域緊急援助隊の派遣など広域的な応援のための措置をとる。

(2) 警察庁等に対する援助要請

県警察本部は、県内警備力で原子力災害に対処することができない場合、警察庁又は他

の都道府県警察に対して、警察法第60条（援助の要求）に基づく援助要請を行う。



４ 自衛隊の災害派遣要請

(1) 災害派遣の要請

知事（県本部長）は、原子力災害の規模や収集した被害情報から判断して自衛隊の派遣

要請の必要があると認めるときは、国の原子力災害対策本部設置前においては直ちに派遣

を要請し、国の原子力災害対策本部設置後においては国の原子力災害対策本部長に対し

て、直ちに派遣の要請を求める。

また、関係市町長は、自衛隊の派遣が必要と認めるときは、知事（県本部長）に対し

て、派遣の要請を求める。

(2) 要 請 先

自 衛 隊 住 所 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ

陸上自衛隊中部方面総監部 兵庫県伊丹市緑ヶ丘 0727-82-0001 0727-82-0001
防衛課運用班 ７丁目１－１ 内線 2259 内線 2951

陸上自衛隊第14普通科連隊 金沢市野田町１－８ 076-241-2171 076-241-2171
第３科 内線 235 内線 269

海上自衛隊舞鶴地方総監部 京都府舞鶴市余部下 0773-62-2255 0773-64-3609
総監部オペレーション 1190番地 内線 2548

航空自衛隊航空総隊司令部 東京都府中市浅間町 042-362-2971 042-362-2971
１－５－５ 内線 2322 内線 2631

航空自衛隊第６航空団 小松市向本折町戊267 0761-22-2101 0761-22-2101
防衛班 内線 231 内線 651

(3) 自衛隊の救援活動

自衛隊が災害派遣時に実施する救援活動の内容は、次のとおりである。

ア 緊急時モニタリングの支援

イ 被害状況の把握

ウ 避難の援助

エ 行方不明者等の捜索活動

オ 消防活動

カ 応急医療・救護

キ 人員及び物資の緊急輸送

ク 危険物の保安及び除去

ケ その他知事が必要と認める事項



５ 海上保安部への要請

県本部長（知事）は、必要に応じ、金沢海上保安部に対して、海上における次の活動を要

請する。

(1) 救助・救急

(2) 避難の援助

(3) 治安の確保

(4) 緊急時モニタリングの支援

(5) その他県本部長（知事）が必要と認める事項

第13節 事業所外運搬中事故に対する応急 国、危機管理監室、市町、警察機関、

措置 消防機関、原子力事業者等

１ 原子力事業者等

(1) 原子力防災管理者（発電所長）は、核燃料物質等の運搬中の事故による特定事象発見後

又は発見の通報を受けた場合は、15分以内を目途として、知事をはじめ官邸（内閣官

房）、内閣府、安全規制担当省庁の長、文部科学大臣並びに事故発生場所を管轄する市町

長、警察機関の長、消防機関の長及び海上保安部長など、関係機関に通報する。

(2) 原子力事業者等は、直ちに、携行した防災資機材を用いて立入制限区域の設定、汚染・

漏えいの拡大防止対策、遮へい対策、モニタリング、消火・延焼の防止、救出、避難等の

危険時の措置等を的確かつ迅速に行うことにより、原子力災害の発生の防止を図り、さら

に、直ちに、必要な要員を派遣するとともに、必要に応じ他の原子力事業者に要員及び資

機材の派遣要請を行う。

(3) 北陸電力は、発電所に係る核燃料物質等の運搬中の事故による特定事象等が発生し、又

は発生のおそれがあることを知った場合は、直ちに知事に連絡するとともに、その後の情

報を随時連絡する。

２ 国

(1) 国の安全規制担当省庁の長は、核燃料物質等の運搬中の事故による特定事象が発生した

場合には、直ちに関係省庁に連絡するとともに、その後の情報を随時連絡することとなっ

ている。

また、速やかに関係省庁事故対策連絡会議を開催するとともに、国の職員及びあらかじ

め登録された放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構等の専門家を現場へ派遣

し、必要な資機材を現地へ動員することとなっている。

(2) 国は、原子力緊急事態に至った場合には、原災法に基づき直ちに原子力緊急事態宣言を

発出するとともに原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置することとなっ

ている。

国の原子力災害現地対策本部長及び原子力事業者等は、発災現場に派遣された専門家に

よる助言を踏まえつつ、原子力災害対策本部長の指揮の下、原子力施設における原子力災

害に準じた緊急事態応急対策を主体的に講じることとなっている。また、国の原子力災害



現地対策本部長は、知事及び事故発生場所を管轄する市町に対して、必要に応じて事故現

場周辺の住民の避難等の指示を行うなど、一般公衆の安全を確保するために必要な措置を

講じることとなっている。

３ 県

(1) 知事は、原子力防災管理者から連絡を受けた場合には、その旨を内閣府、安全規制担当

省庁の長、事故発生場所を管轄する市町長、警察本部長、消防長及び事故発生場所を管轄

する海上保安部長へ通報連絡を行い、通報内容を相互に確認する。

(2) 知事は、安全規制担当省庁の長及び当該市町長と連携して、事故の状況把握に努めると

ともに、事故の状況に応じ、発電所における応急対策に準じて緊急時モニタリングの実施

等の必要な応急対策を講じる。

４ 市 町

事故発生場所を管轄する市町長は、原子力防災管理者から連絡を受けた場合には、その旨

を知事をはじめ消防長、警察署長、海上保安部長に報告して通報内容を相互に確認する。

また、知事をはじめ安全規制担当省庁の長と連携して、事故の状況把握に努めるととも

に、国の原子力災害対策本部長の指示等により必要な措置を講じる。

５ 消 防

事故発生場所を管轄する消防長は、原子力防災管理者から連絡を受けた場合には、その旨

を知事及び事故発生場所を管轄する市町長へ通報連絡を行い、通報内容を相互に確認する。

また、事故の状況把握に努めるとともに、事故の状況に応じて、消防職員の安全確保を図

りながら、原子力事業者等と協力して、消火、救助、救急等必要な措置を実施する。

６ 警 察

事故発生場所を管轄する警察署長は、原子力防災管理者から連絡を受けた場合には、その

旨を警察本部長を通じて、知事に通報連絡するとともに、事故発生場所を管轄する市町長へ

通報連絡を行い、通報内容を相互に確認する。

また、事故の状況把握に努めるとともに、事故の状況に応じて、警察職員の安全確保を図

りながら、原子力事業者等と協力して、人命救助、避難誘導、交通規制等必要な措置を実施

する。

７ 海上保安部

事故発生場所を管轄する海上保安部長は、原子力防災管理者から連絡を受けた場合には、

その旨を知事及び事故発生場所を管轄する市町長へ通報連絡を行い、通報内容を相互に確認

するように努める。

また、事故の状況把握に努めるとともに、事故の状況に応じて、海上保安職員の安全確保

を図りながら、原子力事業者等と協力して、現場海域への立入制限、人命救助等に関する必

要な措置を実施することとなっている。



第４章 原子力災害復旧計画

第１節 原子力災害復旧体制等 国、危機管理監室、関係各部局、関係市町、

防災関係機関

１ 国の措置

(1) 国は、原子力緊急事態解除宣言が発出された後において、モニタリング、医療活動、風

評被害対策等の事後対策を円滑に実施するため、オフサイトセンターにおいて現地事後対

策連絡会議を開催し、県をはじめ、関係市町、防災関係機関及び北陸電力等との情報の共

有及び事故対策の実施について調整を図ることとなっている。

(2) 現地事後対策連絡会議においては、次の対策に関し、情報の共有及び調整を行うことと

なっている。

ア 放射性物質の濃度若しくは密度又は放射線量に関する調査（モニタリング）

イ 住民等に対する健康診断及び心身の健康に関する相談の実施その他の医療に関する措

置

ウ 商品の風評被害を防止するための放射性物質の発散の状況に関する広報

エ 原子力災害の拡大の防止又は原子力災害の復旧を図るための措置

オ その他、原子力安全・保安院審議官又は原子力保安検査官事務所長が必要と認める事

項

２ 県及び関係市町の措置

(1) 知事及び関係市町長は、原子力災害の拡大の防止又はその復旧を図るため、現地事後対

策連絡会議において、関係省庁、北陸電力等と連携をとって事後対策を実施する。

(2) 知事及び関係市町長は、現地事後対策連絡会議に関係職員を派遣する。

３ 石川県原子力災害事後対策本部等の設置

(1) 知事は、事後対策を円滑に実施するために必要があると認める場合は、石川県原子力災

害事後対策本部及び石川県原子力災害現地事後対策本部を設置する。

(2) 石川県原子力災害事後対策本部及び石川県原子力災害現地事後対策本部の組織は、県災

害対策本部（第一次体制）に準じる。

第２節 汚染の除去等 国、危機管理監室、健康福祉部、関係各部局、関係市町、

防災関係機関、北陸電力

知事は、国の指導のもとに関係市町長、防災関係機関の長及び北陸電力と連携して、放射性物

質に汚染された物質の除去及び除染作業を行う。



第３節 各種制限措置等の解除 危機管理監室､健康福祉部､関係各部局､関係市町、

防災関係機関

知事及び関係市町長は、緊急時モニタリング等による地域の調査及び原子力安全委員会緊急事

態応急対策調査委員等の判断等を踏まえた国の原子力災害現地対策本部長又は関係省庁の指示に

基づき、原子力災害応急対策として実施された立ち入り制限、交通規制、飲料水・飲食物の摂取

制限及び農水産物の採取・出荷制限等の各種制限措置の解除を住民等や関係機関に指示する。ま

た、解除実施状況を確認する。

第４節 環境放射線モニタリングの実施と 危機管理監室､関係市町､防災関係機関

結果の公表

知事は、原子力緊急事態解除宣言が発出された後、防災関係機関及び北陸電力と協力して、緊

急時モニタリングを広範囲かつ精密に行い、その結果を速やかに公表する。

第５節 損害賠償の請求に必要な資料の 危機管理監室､健康福祉部､関係各部局、

作成等 関係市町、北陸電力

１ 被災住民等の証明登録

関係市町長は、屋内退避等の各種措置をとった住民等が原子力災害発生時にその地域に所

在した旨の証明及び退避所又は避難所等において講じた措置等の登録を行う。

２ 損害調査の実施

知事及び関係市町長は、原子力災害発生時において次に掲げる事項に起因して住民等が受

けた損害について調査する。

(1) 屋内退避、避難等の措置

(2) 飲食物の摂取制限、農畜林水産物に対する出荷制限等の措置

(3) 立入制限等の措置

(4) その他関係市町長が指示した事項

３ 健康調査の実施

知事及び関係市町長は、国と協力して、発電所周辺の住民等に対して、必要に応じて健康

調査を実施し、住民等の健康維持を図るとともに、心身の健康に関する相談に応じるための

健康相談窓口を設置する。



４ 風評被害等の影響の軽減

知事及び関係市町長は、国と連携し、原子力災害による風評被害等の影響を軽減するため

に、農林漁業、地場産業の商品等の適正な流通の促進のための広報活動を行うものとする。

５ 被災中小企業等に対する支援

知事は、独立行政法人中小企業基盤整備機構と連携し、必要に応じて、災害復旧高度化資

金貸付等により、設備復旧資金、運転資金の貸付を行うものとする。

また、被災中小企業等に対する援助、助成措置について広く被災者に広報するとともに、

相談窓口を設置するものとする。

６ 物価の監視

知事は、国と連携し、生活必需品の物価の監視を行うとともに、速やかにその結果を公表

する。

７ 諸記録等の作成

知事は、被災地の汚染状況、応急対策措置、復旧措置等を記録し、保存しておく。

８ 北陸電力の措置

(1) 災害復旧計画の策定等

北陸電力は、原子力災害発生後の事態収拾の円滑化を図るため、災害復旧計画を策定し

て、知事をはじめ経済産業大臣（原子力安全・保安院）及び関係市町長に提出するととも

に当該計画に基づき、速やかに復旧対策を実施する。

(2) 相談窓口の設置

北陸電力は、相談窓口を設置する等、原子力緊急事態解除宣言が発出された後、速やか

に被災者の損害賠償請求等に対応するために必要な体制を整備する。

(3) 原子力防災要員等の派遣等

北陸電力は、知事、関係市町長及び防災関係機関の実施する事後対策が的確かつ円滑に

行われるようにするため、原子力防災要員等の派遣、原子力防災資機材の貸与その他必要

な措置を講じる。



附 則 この計画は、平成３年９月19日から施行する。

附 則 この計画は、平成11年７月１日から施行する。

（参考）修正理由：平成９年６月改訂「防災基本計画」、平成10年11月「原子力発電所周辺の

防災対策について」に伴い修正

附 則 １ この計画は、平成13年4月18日から施行する。

２ この計画の第２章第２節３に規定するオフサイトセンターは、能登原子力センタ

ーに併設して整備されるまでの間、志賀町総合体育館に併設する。

（参考）修正理由：平成12年６月「原子力災害対策特別措置法」の施行、平成13年１月「防災

基本計画」及び平成13年３月原子力発電所周辺の防災対策について」の改

訂に伴い修正

附 則 この計画は、平成15年５月９日から施行する。

（参考）修正理由：防災関係機関の名称変更に伴い修正

附 則 この計画は、平成16年５月13日から施行する。

（参考）修正理由：防災関係機関の名称変更に伴い修正

附 則 この計画は、平成17年５月25日から施行する。なお、志賀町については合併の日か

ら、また日本原子力研究開発機構については発足の日から適用する。

（参考）修正理由：市町合併及び防災関係機関の名称変更に伴い修正

附 則 この計画は、平成19年５月28日から施行する。

（参考）修正理由：防災関係機関の名称変更並びに緊急時医療体制の見直し等に伴い修正

附 則 この計画は、平成20年５月16日から施行する。

（参考）修正理由：平成２０年２月改訂「防災基本計画」に伴い修正

附 則 この計画は、平成21年５月21日から施行する。

（参考）修正理由：防災関係機関の名称変更に伴い修正

附 則 この計画は、平成22年５月14日から施行する。

（参考）修正理由：石川県の組織改正に伴い修正


